
凡 例

1こ の白書においては,以 下 の略号等を使用 してい る。

NTT:日 本電信電話株 式会社

KDD:国 際電信電話株 式会社

NHK:日 本放送協会

民放連:(社)日 本民間放送 連盟

ITU:国 際電気通信連合

CCITT:国 際電信電話諮問委員会

CCIR:国 際無線通信諮問委員会

APT:ア ジア ・太平洋電気通信共同体

OECD:経 済 協力開発機構

インテルサ ット:国 際電気通信衛星機構

CATV:有 線 テ レビジ ョン放送

DDX網:デ ィジタルデ ータ交換網

VENUS-P:国 際公衆デ ータ伝送 サ ービス

ISDN:サ ー ビス総合 デ ィジタル網

パ ソコン:パ ー ソナル ・コン ピュPタ

民活法:民 間事業者の能力の活用 に よる特定施設の整 備の促進に関す る

臨時措置法

テ レトピア構想:未 来型 コ ミュニケーシ ョンモデル都市構想

2使 用 した数値 は,特 に ことわ らない限 り,61年 度の ものであ る。
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は じ め に

我が国社会経済 の発展す る中にあ って,通 信はその基盤 として重要 な

役割を果た して きた。今 日,情 報化の著 しい進展がいわれ る中で,そ れ

は市民生活,地 域 とい う,草 の根 レベルに及 んでい る。 また,国 民生活

の根底か らの ニーズを喚起 し,こ たえる形 で情報 化は進展す る必要が あ

る。

他方,情 報 化の進展 の中で,情 報 の渦 に人 々が振 り回されている とい

う意見 もあ る。郵便,電 話,放 送の基幹通信が広 く国民に普及 してい る

現在,人 々が基幹通信 に何を期待 しているかを的確 に把握 し,そ の高度

化 ・多様 化す る国民 のニーズに きめ細 かに こたえ るとともに,プ ライバ

シーの保護等 情報 化の抱える課題を解 決す る ことが,通 信が国民の暮 ら

しの中で健全な役割 を果たす上で期待 され ている。

また,情 報 化の進展 は,地 域の社会経済 の発展に寄与す る ことが期待

されてい る。 その反面,情 報 の東京集中に よる,東 京 と地方 の情報格差

の拡大 と地方 の地盤沈下を懸念す る声があ る。均衡あ る地域 の発展を図

り.各 々の地域 の 自主性 ある情報化 と我が国全体 の発展が期待 されてい

る。

以上 の よ うな問題意識 の下に,本 年度の通信 白書においては,第1章

で通信の現況 を取 り上 げる とともに,第2章 で暮 ら しの中の通信 の役割

(第1節),暮 らしの中の通信 の発達 と利用,さ らに情報化 の進展の中

での国民の情報観(第2節),よ りよい暮 らしのための通信の 解決すべ

き課題(第3節)に つ いて分析 す る。第3章 においては,各 都道府県 ご

との情報化を定量化 し(第1節),テ レトピア指定地域や 各 自治体の独



一2一 は じめに

自に進めている情報化の施策を紹介し(第2節),今 後の均衡ある地域

の情報化のために東京 と地方で期待される役割や課題(第3節)に つい

て分析する。
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第1章 昭和61年 度通信の現況

第1節 通信及び情報化の現況

昭和61年 度 の 日本経済は,急 激 な円高 ・ドル安が進展す る中で,広 範

な構造調整が進行 した。経 済成長に対す る外需 の寄与度は8年 ぶ りにマ

イナス とな り,国 際収支の不均衡是正へ の芽 がみえは じめた。 その過程

で,生 産,雇 用 など国内経 済の各分野にバ ラツキが生 じた。 こ うした中

で,61年 度の経済成長率 はやや鈍化 し,名 目で,4.2%,実 質 で2.6%

であ った。

一方
,通 信経済 の指標 である通信サ ・一ビスの売上高 は,8兆7,607億

円 と,前 年度に比べて9.2%増 加 し,通 信経済が順調 に発展 している こ

とを示 してい る(第1-1-1表 参照)。

本節 では,我 が国の通信経済 の動 向及び情報 化の進展について概観す

る。

1通 信経済の動向

社会経済及び国民生活における情報化は,近 年,進 展の度合いを更に

深めつつある。こうした傾向を反映 して,61年 度についても通信量 ・通

信設備数は着実に増加し,通 信事業及び通信関連産業 も活発化 して い

る。

(1)通 信量の動向

ア 国内通信の動向
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第1-1-1表 通信事業の売上高 (単位:億 円)

区 別 60年度 61年 度 備 考

郵 便 事 業 12,071 12,643 郵政事業特別会計に
おける郵便業務収入

電

気

通

信

事

業

第

種

電

気

通

信

事

業

電 話
国 内42,337

国 際1,423

電 信
国内 525

国際 529

専 用
国 内2,514

国際 97

データ通信
国 内 正,533

国際

43,760

43,689
45,275

NTTの 電話収入

1,586 KDDの 電話収入

1,054

491
891

NTTの 電信収入

400 KDDの 電信収入

2,611

2,759

2,876
各事業者の専用収入

117 KDDの 専用収入

1,533

1,624

1,656

NTTの デ ータ通信

収入

32
KDDの データ通信

収入

デ ィジ タ ル

デ ー タ伝 送

国内
103

158

179
NTT及 びKDDの

デ ータ伝送収入
国際 21

無 線 呼 出 し 703 809 NTTの 無線呼出し
収入

そ の 他
国内 1,597

1,708

1,378

1,445

NTTの その他の収

入

国際 Ul 67
KDDの その他の収

入

第二種電気通信事業 蝋1鱒 業者の事業収入

有 線 放 送 電 話 事業

放
送
事
業

NHK

民間

放送

ラ ジ オ

テ レ ビ ジ ョ ン

合 計

参

考

国 民 総 生 産

民間最終消費支 出

187

3,383

1,748

11,399

16,530

80,260

3,207,748

1,860,246

3,431

1,916

12,156

190

17,503

87,6Q7

3,341,581

1,919,716

各事業体の有線放送
電話収入
受信料収入及び交付
金収入
各民間放送会社のラ
ジオ収入
各民間放送会社のテ
レビジョン収入

名目額

名目額

郵政省,NTT,KDD,NHK,民 放連,経 済企画庁資料により作成

(注)L国 際データ通信及び国際ディジタルデータ伝送については,60年 度はその他

の中に含まれていたが,61年 度から別掲となった。

2・ 第二種電気通信事業の売上高は・「データ通信業実態調査」等に 基づ く推計

値である。
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第1-1-2図 国内通信の動向

(51年 度=100)
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指

数

5152535455565758596061

年度

郵政省,NTT資 料,「 日本新聞年鑑」(㈹ 日本新聞協会)に より作成

(注)1.ダ イ ヤル通話総通話回数は,特 別調査による推定である。

2.テ レビジョン放送及びラジオ放送の総放送時間は,1目 当た りの総放

送時間である。

3.新 聞発行部数は,各 年10月 の発行部数である。

61年 度 の 国 内 通信 の動 向 は,第1-1-2図 の とお りで あ る。

内 国 郵 便物 数 は,前 年 度 よ り約9億6千 万 通 増 加 し,対 前 年 度 比5.6

%増 の 約180億 通(個)で あ った。 この うち,通 常 郵 便(普 通郵 便,書

留 等)に つ い て は,56年 度 に 料 金 改定 の影 響 に よ り一 時 的 に減 少 した も

の の,57年 度 以 降 は年 平 均4。1%増 加 して い る(第1-1-3図 参 照)。
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第1-1-3図 通常郵便物数の推移

1,800

募1・…

通

051525354

年 度

55 565758596061

小包郵便物 は,53年 度か ら58年 度まで減少傾 向に あったが,輸 送 シス

テ ムの改善 に よるス ピー ドア ップや積極的 な営業活動等 に よ り59年 度か

ら年平均6.5%ず つ増加 し,61年 度は対前年度比8.0%増 の1億6,300万

個 であった(第1-1-4図 参照)。

電気通信 の うち,電 話の年 間ダイヤル総通話回数(推 計値,公 衆電話

を除 く。 なお,フ ァクシ ミリ等 電話以外 の利用 を含む 。)に ついて は 対

前年度比13・6%増 の718億 回であ った。 また,国 民 一人 当た りの年間 ダ

イヤル総通 話回数 は,51年 度を100と す ると,61年 度は197で,郵 便,

新 聞,電 報 等に比 べて高 い伸びを示 してい る(第1-1-5図 参照)。 電

報通数 は,59年 度 以降減少 してお り,61年 度は対前年度比1・596減 の
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小包郵便物数の推移
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年 度

7

4,005万 通であった。

次に放送についてみ ると,61年 度におけ るテ レビジ ョン放送 の1日 当

た りの総放送時間は,対 前年 度比1.3%増 の1,959時 間であ った。 また,

ラジオ放送の1日 当た り総放送時 間は,対 前 年度比3.2%増 の1,575時

間 であ った。 テ レビジ ョン放送 の放送時間は10年 前 と比較す る と約23%

増加 してい るが,こ れ は放送事業者数及び各 テ レビジ ョン放送局 の放送

時間の増加に よるものである。

新聞発行部数 は,61年 度 も微増傾向を示 し,0,7%増 の4,857万 部 で

あった。

イ 国際通信の動 向
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指
数

第1章 昭和61年 度通信の現況

第1-1-5図 主要メディアの一人当たり利用数の推移
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国際通信の動向は,第1-1-6図 の とお りである。

外国郵便については,60年 度 までほぼ横 ばいであったが,61年 度は減

少 に転 じ対前年度比7・6%減 の1億800万 通(個)で あ った。

次に国際電気通信 の分野 では,国 際電話の取扱数(フ ァクシ ミリ通信

を含む 。)が 年 々急激 に増加を続けてお り,61年 度は初めて年間 で1億 度

を突破 し,対 前年度比40.8%増 の1億3,461万 度であ った。一方,国 際

テ レックスの取扱数 につ いては60年 度か ら減少に転 じてお り.61年 度 は

前年度比12.7%減 の4,379万 度 であ った。国際電報 の取扱数 につ いて も

年 々減少傾 向にあ り,61年 度 は対前年度比21.6%減 の120万 通 であった。

近年,パ ソコン通信やデ ータ通信 の増加 に よって著 しい増加傾 向を示
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第1-1-6図 国際通信の動向

(51年度=100)
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数
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『'一'一' 一 層一'一 』 一一 ・一 ・一 ・一 ・_._ ._ζ 二 里 際 電 報 通 数

5152535455565758596061

年 度

郵政省,KDD資 料により作成

(注)1.外 国郵便物数は,差 立及び到着の合計である。

2.国 際電報,国 際テ レックス及び国際電話取扱数は,発 着及び

中継信の合計である。

して い るVENUS-Pは,対 前 年 度 比70%増 の302万 度 に達 し て い る

(第1-1-7図 参 照)。

この よ うに 国際 電 気 通 信 にお い ては,電 報,テ レ ッ クス の 需 要 が 電

話,デ ー タ通 信 へ と移 って お り,通 信 メデ ィア の交 替 が 顕著 に現 れ てい

る。

国 際 テ レ ビジ ョン伝 送 は,国 際 テ レ ビジ ョン長 期 サ ー ビスを利 用 した

海 外 ニ ュー ス番 組 の24時 間 中継 等 に よ り急 激 に増 加 し,61年 度 は前 年 度
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第1-1-7図 国際公衆データ伝送の推移
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(注)58年 度 は,58年8月 ～59年3月 まで の累 計 で あ る。

の3.5倍 にあた る75万 分 であった(第1-1-8図 参照)。

また,国 際放送 の61年 度 の1日 延べ放送時間は40時 間であ った。

国際情報通信交流 は,「 情報流通 センサス」 の計量手法 に基 づ き,外

国郵便,国 際電話,国 際テ レックス,国 際電報 及び国際テ レビジ ョソ伝

送 の送 受信量か ら,我 が国の国際情報 流通状況を把握す るも の で あ る

が,そ の送受信状況については61年 度 において も送 信48.7%,受 信51.3

%と ほぼ均衡 してい る(第1-1-9図 参照)。 これ をパー ソナル な 通
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第1-1-8図 国際テレビジョン伝送時間の推移

::::1鼠
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受
信
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期
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送
)時
間

↑

定

500

百

分

515253545556575859

年度

(注)国 際テレビジ寄ン長期サービスの受信時間は,NHK,国 際衛星

共同利用機構(JISO)の 資料による。

信 メデ ィア及 びマス系 メデ ィアの別にみ る と,外 国郵便,国 際電気通信

等 のパ ー ソナルな通信 メデ ィアにつ いては受信 ・送 信 ともほぼ等 しい割

合 で増加 し,送 受信のバ ランス もとれ ている。

一方
,マ ス系 メデ ィアの国際 テ レビジ ョン伝送については,送 受信量

の格差が拡大す る傾向にあ り,61年 度は送信 が対前年度比9.2%減 であ

った のに対 し,受 信 は前年度の約4倍 に増加 してい る。 これは,国 内テ

レビジ ョン放送 にお いて,報 道 番組の比率が高 ま り,そ れに伴 って,海

外情報 に対 す る需要 が増加 してい るためであ る。

マス系 メデ ィアに よる情報 の受信量が年 々増大す る反面,自 国の情報
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第1-1-9図 国際惰報通信交流の推移
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年 度

(注)数 値は,「 情報流通センサス」の計量手法に基づ き算出したもの

である。

を海外へ伝える有力な手段である国際放送の放送時間に つ い て は,米

国,ソ 連の1割 程度,英 国,フ ランス等の半分以下となっている(第1

-1-10図 参照)
。 マス系 メディア等を通 じた海外への情報発信は諸外

国との相互理解を深める上で,大 きな影響力を持ってお り,今 後我が国

も,海 外への情報発信量を増大させる必要があるといえよう。

(2)通 信設備の動向

ア 国内通信設備
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主要国の国際放送の週当た リ放送時間

(62年3月 現在)

米 ソ 中 西 英

国 連 国 独 国

フ
ラ

ン
ス

韓 日

国 本

国内の主 な通信設 備には,郵 便局 のほか,電 話機等 の電気通信端 末設

備,放 送 局 ・陸上移動局等 の無線局,CATV施 設等が あ り,こ れ らの

51年 度末を基 準 とした通信設備数 の推移は,第1-1-11図 のとお りで

ある。

この うち,加 入電 話等契約数は毎年安定 的な伸 びを示 してお り,61年

度末現在4,677万1,746契 約 となってお り,人 口100人 当た り39.2と 高

い普及率 を示 してい る。 なお,電 話網及び ファ クシ ミリ通信網で利用 さ

れ る ファクシ ミリ端末 の設置個数は,61年 度 末で約140万 個(推 計値)

である。
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第1-1-11図 通信設備数の推移
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郵政省,NTT資 料により作成

(注)1,電 話端末数は,加 入電話等契約数で代用した。

2.無 線局数は,放 送局数を除いた数値である。

放送局数は61年 度末現在2万8,957局 と4,756局 増加 し,60年 度以降

再 び高 い伸びを示 している。 これ は,テ レビジ ョン文字多重放送局 の開

局等 に よる ものであ る。

CATV施 設数 は順調な伸びを示 して お り,61年 度 末現在4万2,190

施設 であった。中 で も 許可施設(引 込端 子数501以 上)は,絶 対数 は

633施 設 と少ない ものの,対 前年度比15.1%増 と他 の小規模 施設 に比べ

高い伸 び率 を示 してい る。

無線 局数 は58年 度以降著 しい伸 びを示 してお り,61年 度 末現 在415万

5,554局 であ った。 これは,パ ー ソナル無線に代表 され る個人利用 の急
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第1-1-12図 国際電気通信回線数の推移
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(注)回 線数は,音 声級に換算したものである。

速な進展,MCA無 線 の増加等 に よるものである。

イ 国際電気通信設備

代表的 な国際電気通信設備であ る国際通信 回線数 の推移は,第1-1

-12図 の とお りであ り,国 際通信に対 す る需要 の増大に よ り,全 回線数

は対前年度比24・9%増 の6,523回 線(音 声級 に換算)で あ った。我が国

の国際通信回線は,衛 星及び海底 ケーブルが 中心 とな ってお り,61年 度

末現在 では衛星が63・6%,海 底 ケーブルが34.2%を 占めている。

ウ 設備投資 の動 向

(ア)通 信関係設備投資の状 況
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主な通信事 業体 である郵便,第 一種電気通信事業者,放 送事業者の61

年度 の設備投資総額 は,2兆4億 円であ り,対 前年度比4.9%増 であ っ

た。

(設備改善 の進む郵便事 業)

郵便事業で は,局 舎事情 の改善 を図 り,郵 便局 の増置を行 ったほか・

郵便物 の処理 の近代化,効 率化の一環 として,61年 度において も郵便番

号 自動読取区分機等を増備 し,引 き続 き機械化を推進 した。設備投資額

は対前年度比6.2%増 の1,247億 円であ った。 この うち,846億 円が 自

己資金 で,401億 円が財政投融資(簡 保資金)か らの借入金で ある。

第1-1-13図NTTの 設備投資額の推移

千
億
円

18

16

14

12

10

口設備投資額 圏減価償却費

5152535455565758596061

年 度

NTT資 料 により作成
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(デ ィジタル化を進 め るNTT)

NTTの 設 備投資額 の推移は,第1-1-13図 の とお りであ る。

61年 度 の設備投資 額は,1,500億 円の 追加投資 を 含 め た 計画額1兆

7,500億 円に対 し,1兆6,132億 円であ り,ま た,対 前年度実績 比2.1

%増 であった。 これに よ り,既 存電話網の維持及び非電話系 サー ビス等

の提供地域 の拡大が図 られ たほか,電 話網のデ ィジタル化推進 のため,

デ ィジタル交換機,デ ィジタル伝送路の建設 が行われた。

なお,62年 度におけ る設備投資計画額は1兆7,700億 円 とな っている。

(デ ィジタル化を進 めるKDD)

KDDで は,デ ィジタル通信網の構築を推進す るた め,交 換設備,伝

送路な どのデ ィジタル化 を進 めている。

国際交換機 のデ ィジタル化については,62年2月 に,KDD新 宿 ピル

のデ ィジタル電話交換局の運用が 開始 され,既 にデ ィジタル化 され てい

る大阪国際電話局及び小山国際通信 セソターと合わせ て国際電話網 の交

換設備がすべ てデ ィジタル化 され た。

伝送路については,62年10月 か らデ ィジタル通信 を可能 とす る光海底

ケーブル方式に よる第3太 平 洋横断 ケーブル(63年 末完成予定)の 中継

所 の建設が開始 されてい る。 このほか,大 阪新中央局の建設 も進 め られ

ている。

61年 度 の設備投資 額は,対 前年度比5.0%減 の540億 円であ った。

なお,62年 度の設 備投資計画額 は,721億 円 となってい る。

(設備 の建 設進む新規参入第一種電気通信事業者)

61年 度に事業を開始 した,第 二電電(株),日 本 テ レコム(株)及 び 日

本高速通信(株)の 中継系3社 並びに東京通信ネ ッ トワー ク(株)及 び

大 阪 メデ ィアポー ト(株)の 地域系2社 では,光 ファイバ ケーブル,マ

イ クロゥェーブ回線,交 換機等 の通信設備,局 舎設 備等 の建設が推進 さ
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れ・61年 度の設備投資額は5社 合計で609億 円であった。

また,日 本通信衛星(株)及 び宇宙通信(株)の 衛星系2社 では,61

年度においては,通 信衛星や追跡管制局に対 して,2社 合計388億 円の

設備投資が行われた。

(多重放送局の整備を進めるNHK)

NHKで は,対 前年度比2.3%増 の487億 円の設備投資が行われた。

これにより,衛 星放送設備については,放 送衛星3号(BS-3)の 製作

及び打上げ等に関す る業務が,通 信 ・放送衛星機構への委託により行わ

れた。地上設備については,非 常災害時の番組送信等を 目的 とした運搬

可能な送信装置の配備等が行われた。

テレビジョン音声多重放送局については803局 が,テ レビジョン文字

多重放送局については2,610局 が開設され,総 合放送の局に併設される

テレビジョン音声多重放送局及びテレビジョン文字多重放送局全局の整

備が完了 した。一方,テ レビジョン放送局については,難 視聴解消等を

目的として総合放送及び教育放送各6局 が開局され,中 波放送局につい

ては,外 国電波の混信対策 として3局 が開局された。 また,FM放 送局

については2局 が開局された。

(開局進む民間放送)

民間放送では,601億 円の 設備投資が行われ,中 継局を含めて新たに

中波放送局3局,FM放 送局13局,テ レビジ ョン放送局146局,テ レビ

ジョン音声多重放送局192局,テ レビジョン文字多重放送局981局 の開

設等が行われた。

(3)通 信事業経営

電気通信の自由化の中で,通 信事業の動向は従来にも増 して注 目を浴

びている。 ここでは,通 信事業者の数及び経営状況を概観する。

ア 通信事業者
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第1-1-14表 通信事業者数

区 」1男

郵 便 事 業

第一種電気通信事業者

特別第二種電気通信事業者

一般第二種電気通信事業者

放 送 事 業 者

有線テレビジョン放送事業者
(許可施設のみ)

有線放送電話事業者

事 業 者 数

・・鞭 剥 ・磯 末

1

7

9

200

142

402

658

1

13
(26)

lo
(12)

338
(422)

150

434

635

(注)()内 は,62年9月 末 の 数 値 で あ る。

61年 度末におけ る通信事業者数 は,第1-1-14表 の とお りであ る。

第一種電気通信事業者 は,NTT,KDDを は じめ,26社 であ る(62年

9月 末現在)。60年 度 に新規参入 した事業者数 は5社 であったのに対 し,

61年 度は6社,62年 度 は9月 末 までに既に13社 が事業許可を受け て い

る。 また,61年 度以降 の新規参入事業者 の提供 サー ビスをみ ると,19社

中15社 が無線呼 出 しサ ー ビスであ り,無 線 呼出 しサ ー ビスに対す る参入

が著 しい。

特別第二種電気通信事業は,62年9月 末現在12社 が登録を行 って い

る。

また,一 般第二種電気通信事業につ いては,62年9月 末現在422社 が

届 出を済 ませ ている。 これを前年同期 と比較す る と,143社 の増加であ
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り,前 年度に引 き続 き新規 参入が 目覚 ま しいことが分 か る。

放送事業者は,NHK,放 送大学学 園 の ほ か,一 般放送事 業者(民 間

放送)が 前年度 よ り8社 増 加 して148社 であ った。民 間放送148社 の内

訳は,ラ ジオ ・テ レビジ ョン兼営社36社,テ レビジ ョン単営社67社 ・ ラ

ジオ単営社35社(前 年度 よ り2社 増),文 字放 送単営社10社(同6社 増)

で ある。

また,℃ATV事 業者の うち,許 可施設 にかか るCATV事 業者 は,

61年 度において32事 業者増加 し,61年 度末現在,434事 業者(633施 設)

であ った。 このほか の届出施設(引 込端子数51～500)及 び小規模施設

(引込端 子数50以 下)の4万1,557施 設については,任 意団体,地 方公共

団体等 が事業者 となっている。

有線 放送 電話事業者 は,電 話の普及等 に よ り年 々減少す る 傾 向 に あ

り,61年 度末 現在,対 前年度末比3.5%減 の635で あ った。

イ 通信事業 の経営

61年 度における通信事業者の経営状況 は,お おむね安定 した動 向を示

した。 ここでは,郵 便事業及び主要通信事業者 の61年 度 の経営状況等 を

概観 す る。

(ア)郵 便事業 の経営状 況

郵便事業 にお いては,ニ ーズに即 した新 しいサ ー ビスの開始や事業経

営 の効 率化 に努めた結果,61年 度 は,収 益は対前年度比4.6%増 の1兆

3,997億 円,費 用が同4.2%増 の1兆3,937億 円で,差 引 き60億 円の利

益 を生 じた。 これに よ り累積欠損金は15億 円に減少 した。

財務状況をみ ると,売 上高 は1兆2,643億 円 とNTTに 次 いで大 きい

ものの,売 上高経常利益率が α5%と 収益力は低 い。 また,労 働集約性

が高い事業の性格 に よ り,労 働装備率は562万 円 と他 の通信事業及 び全

産 業に比べ,低 い値 となってい る(第1-1-15表 参照)。
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第1-1-15表 郵 便事業の財務状況

年度 売 上 高 経常利益 従業員数
売 上 高
経常利益率

労働装備率
設備投資

固定比率
固定資産

百 万 円 百 万 円 人

601,207,ll61,203140,783

611,264,2886,040141,048

%
0.1

0.5

千 円

5,335

5,620

%%
6.7134.4

6.9!35.5

(注)1・ 売上高経常利益率一　籍 讐 ・1・・

有形固定資産(建 設仮勘定を除く。)(期首・期末平均)労 働 装 備 率=
従 業 員 数(期 首 ・期末平均)

固 定 ・・ 率一講 集・1。・

2.労 働装備率,設 備投資/固 定資産及び固定比率は,郵 政事業特別会計の数字

である。

(イ)NTTの 経営状況

NTTの61年 度の経 常収 入は対前年度比5.1%増 の5兆3,984億 円,

経常支 出は同4.6%増 の5兆404億 円で,経 常利益は同13.2%増 の3,579

億 円であった。 また,当 期利益 は1,480億 円,1株(5万 円)当 た りの

利益 は9,490円78銭 であった。 これに よると,新 規参入事 業者 のサ ー ビ

ス開始直後 とい うこともあ り,そ の影響 はまだ表れていない。

NTTの 財務状況 をみ る と,売 上高が5.4兆 円,総 資産が10.9兆 円 と

事業規模は通信事業体 の中で最 も大 きい。 また,設 備産業 とい う性格か

ら,労 働装備率 も3,006万6千 円 と他の通信事業体 と比較 して最 も高 く

なってい る。 売上高経常利益率 は6.7%,総 資 本経常利益率 は3,3%,

総資本回転率は0.49回 であ った。

NTTの 財務状況を,全 産業 と比較す る と,売 上 高経常利益率は全産

業 よ り高 くなってい るが.総 資本経常利益率,総 資本 回転率 は全産業 よ

り低 くな っている(第1-1-16表 参照)。

(ウ)KDDの 経営状況

KDDの61年 度の経常収入 は,国 際通話料 の引下げに よ り,対 前年度
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第1-1-16表 通信事業者の財務状況

区 別1年 度INTTIKDDINHKI賄 放送1全 産業

総 資 産(百 万円)

売 上 高(百 万円)

経 常 利益(百 万円)

従 業 員 数(人)

売上高経常利益率(%)

総資本経常利益率(%)

総 資 本 回 転率(回)

労 働 装 備 率(千円)

設備投資/固定資産
(%)

固 定 比 率(%)

O

ー

ノ0

〆Q

O

1

6

6

O

L

!0

6

O

ー

ノ0

6

O

1

6

6

O

i

6

6

O

1

6

6

O

l

!0

/0

O

1

6

6

0

1

!Q

!○

10,926,50364,489332,977

10,873,26430,860345,730

5,091,40216,066340,763

5,353,581223,987346,068

33,28816,932

27,3597,734

7,365

7,481

15.4

12.2

9,2

11.8

0.60

0.96

30,02826,096

30,06630,190

21.O

l8.0

119.1

126.9

15,876

15,617

5.0

2.2

5.3

2.3

1.07

1.02

11,878

12,912

18.6

18.6

140.7

139.5

1,186,764

1,225,091

1,369,397

1,420,609

99,681

104,479

27,711

28,899

7.3

7.4

6

7

8

8

1.18

1.18

13,535

14,076

14.7

10.o

93,6

92.1

/
857,030,731

860,669,581

21,286,541

21,885,593

20,520,465

21,426,192

ピO

EQ

2

2

3.7

3.5

1.48

1.37

7,751

8,383

13.1

12.2

206.1

203.9

郵政省,NTT,KDD,NHK,民 放 連,「 法人企業統計季報」(大 蔵省)に より作成

(注)1・ 売上離 常利益率鷹 欝 ・1・・

繍 雄 常利益率禰 本(経常利益期首 ・期末平均)・1・・

総資 本 回転率一総資本(審轟 末平均)

労 鱗 備 率一有形固定讐 響 響 織 緊 鵡舞轄 末平均)

固 定 ・・ 率器 欝 ・・。・

2・ 全産業については,「 法人企業統計季報」(大 蔵省)に より・金融及び保険業

を除 く資本金 且,000万円以上の企業を対象に作成
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比4.3%増 の2,318億 円であった。経常支 出は同8.2%増 の2,044億 円

で,経 常利益は同17.8%減 の274億 円であった。 また,当 期利益 は120

億 円,1株(5百 円)当 た りの利益は,216円16銭 であ った。

財務状況をみ ると,売 上高経常利益率は12.2%,総 資本経常利益率は

11.8%,総 資本回転 率は0.96回 であった。

なお,NTT同 様,設 備産業であ ることか ら,労 働装備 率は全産業を

大 き く上回 ってい るものの,総 資本回転 率は全産業を下 回っている。

(エ)NHKの 経営状況

NHKに つ いては,61年 度 の経常収入は,受 信料収入の増加に よ り,

対前年度比1.6%増 の3,537億 円 であ った。一方,経 常支 出は 同4.5%

増 の3,459億 円であ り,経 常利益は77億 円であった。

財務比率をみ ると,売 上高経常利益 率,総 資本経常利益 率,総 資本 回

転率がそれぞれ2.2%,2.3%,1.02回 で あ り,売 上高経 常利益率が前

年度に比べ2,8ポ イ ン ト減少 した。 また,民 間放送 と比較 す ると,設 備

投資/固 定資産 は18.6%と,NHKの 方が8.6ポ イン ト高 くな っている。

(オ)民 間放送 の経 営状 況

民間放送 の収支状 況は,広 告料収入の伸びに よ り,経 常収入が対前年

度比3.8%増 の1兆4,220億 円を計上 した。一方,経 常支出が3.9%増

の1兆3,310億 円であ り,差 引 き910億 円の利益 を生 じた。

民間放送 全社の財 務状況 は,総 資本経常利益率,総 資本回転率 がそれ

ぞれ8.7%,1.18%と 高 くなっている。

また,全 産 業 と比較す る と,固 定比率は92.1%と 低 くな っている。

(カ)新 規参入第一種電気通信事業者の経営状況

61年 度にサ ービスを開始 した,日 本テ レコム(株),第 二 電電(株),

日本高速通信(株),東 京通信 ネ ッ トワー ク(株)及 び 大 阪 メデ ィアポ

ー ト(株)の5社 の経 営状況 は,第1-1-17表 の とお りであ り,事 業
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第1-1-17表 新規参入第一種電気通信事業者の経営状況

(61年度)

事業収入

(百万円)

事業支出

(百万円)

損 益

(百万円)

・2211・ ・16i・1・492

(注)1,日 本 テレコム㈱,第 二電電㈱,日 本 高 速 通 信

㈱,東 京通信ネ ットワーク㈱及び大阪 メディアポ

ー ト㈱の5社 の合計額
。

2.損 益には,事 業収支のほか事業外収支も含む。

収入約7億2千 万 円に対 し,事 業支出は約130億2千 万 円であ った。

新規参入事業者 の経営状況については,サ ー ビスを開始 したばか りで

あ ること及 び初期 の設備投資が多額 にのぼ ることな どのため,現 段 階で

は支 出が収入を上回 る状態 にある。

(4)通 信 関連産業 の動向

ア 通信機器製造業

61年 度 の通信機器 の受注額 は,1兆8,815億 円で,前 年度 の1兆8,812

億 円 とほぼ同額であ った。 これ を需要先別 にみ ると,NTT関 係は,対

前年度比10.6%増 の5,449億 円 と大幅な伸びを示 した。 また,官 公需 は,

同4.7%減 の1,096億 円,民 需 は,同4.6%増 の6,608億 円 で あ っ た

(第1-1-18図 参照)。

イ 通信 ケーブル製造業

通信 ケーブルの うち,61年 度 の銅線 ケーブル の 出荷額 は,(社)日 本

電線 工業会資料に よると,対 前年度比10.4%増 の1,245億 円であ った。

需要部 門別 の内訳は,官 公需が同5.0%増 の42億 円 であ った。民需 は,

内需拡大策を受け,同21.6%増 の1,127億 円 と大 幅な伸びを示 した。 ま

た,外 需は,円 高の影響 に よ り同52.8%減 の76億 円に半減 した。

なお,通 商産業 省の 「資源統計 月報」 に よれ ば,61年 度 の電 線 ・ケ_
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第1-1-18図 通信関連産業の動向
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5

＼

電気通信完成工事額

灘 信工事契纐/

銅稼ケーブル出荷額

霧/
円
0515253

5455565758596061
年度

通信機械工業会,㈹ 日本電線工業会,㈹ 電信電話工事協会資料により作成

(注)電 気通信工事業は61年度から完成工事額をみることとした。

ブル用光 フ ァイバ製品の生産量 は,59万8千kmcoreで あ り,こ の うち

光 フ ァイバ ケーブルは,23万1千kmcoreで あった。

ウ 電気 通信工事業

電気通信工事業 の61年 度 におけ る完成工事 額は,対 前年度比5.4%減

の6,080億 円であった。

工 電子 計算機製造業

通商産業 省の 「生産動態調査」 に よれ ば,61年 の電子計算機 の生産額

は対前年 比16.0%増 の3兆9,204億 円であった。

オ 広告 業

61年 の総 広告費 は対前年比2.3%増 の3兆515億 円であった(第1一



一26一 第1章 昭和61年 度通信の現況

第1-i-19図 メデ ィア別広告費の推移

30

25

20

15

10

千5
億

円

5152535455565758596061

年

「電通広告年鑑」(㈱ 電通)に より作成

(注)総 広告費には,こ の他に輸出広告費が含まれる。

1-19図 参照)。 この うち,放 送系 の広告 費についてみ る と,テ レビ広

告 費は,同2.6%増 の1兆771億 円,ラ ジ オ 広告費 は,同1.2%増 の

1,577億 円であ った。

一方,郵 便関係についてみ る と,rDM・ 屋外 ・そ の 他広告費」 は,

同2.7%増 の6,615億 円であ り,こ の うちDMは,約18%を 占めてい

る。

カ そ の他

(社)日 本新聞協会 の会員 である新聞社 の発行す る一般 日刊紙 の総発

行部数は,61年10月 現在,4,857万 部 で,前 年同月比34万 部,0.7%の

増加に とどまった。 これは,1世 帯 当た り1.25部,人 口1千 人当 た り

402部 の普及 に当た る。
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通信社 の61年 度におけ る1日 平均 のニュース供給量は,約30万 字,写

真は,約120枚 と,前 年度 とほぼ同水準であった。 また外電は,受 信が

71万 語,送 信 が25万 語 とこれ も前年度並 であった。

61年 度におけ る書i籍及 び雑誌 の推定実売金額 は,対 前年度比3.3%増

の1兆7,987億 円であ った。そ の内訳は,書 籍 の 推定発行部数が13億

467万 部 で7,157億 円,雑 誌 では月刊誌 が21億1,714万 部,週 刊誌が17

億3,954万 部 で合わせ て1兆830億 円であった。

2情 報化の進展

社会経済 の発展 ・複雑化に伴 って,情 報化 の進展は著 し く,情 報に対

す るニーズ も高度化 ・多様化 してい る。

情報化 を定量的に とらえ る指標 としては種 々の ものがあ るが,こ こで

は,我 が国 の情報 化を情報 流通の動 向,家 庭 の情報 化,企 業の情報化及

び経済 の情報 化 の局面か ら概観す る。

(1)情 報流通の動向

流通す る情報量の把握 に よる情報化 の定量的な分析 として,郵 政省で

は 「情報流通 センサス」 を毎年実施 している。

51年 度を基 準 と した供給情報量等 の推移は第1-1-20図 の とお りで

ある。以下,61年 度情報流通 センサ スの算出結果について概観す る。

ア 供給情報量

供給側が受信側 に対 して消費可能 な状態で提供 した情報 の総量 であ る

総供給情報量 は61年 度 は3.92×1017ワ ー ドで,前 年度 に比べ10.3%増 加

し,51年 度の1.93倍 であった。

メデ ィアグル ープ別に対前年度比増加率をみ ると,電 気通信系 は10.4

%(51年 度比1.94倍),輸 送系は2.6%(同1.49倍),空 間系は1.5%(同

1.16倍)で あ った。
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第1-1-20図 総供給情報量等の推移

(51年 度=100)
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61年 度 の総供給情報量 の内訳 は,電 気通信系 が3.88×1017ワ ー ド(全

体 の99.0%),輸 送系が1.88×1015(同0.5%),空 間系が2.09×1015(同

0.5%)で あ り,放 送 系を含む電気通信系が高い割合を示 している。

中で もテ レビジ ョン放送 の ウェイ トが高 く,総 供給情報量 の75.6%を

占めている。

パ ーソナル ・メデ ィアのみ を取 り出 してみ る と,供 給情報量 は,前 年

度に比べ1.8%増 加の2.12×1015ワ ー ドで,51年 度 の1.18倍 であ った。

また,全 体 の中でウェイ トの高い放送系 を除 いてみ ると,供 給情報 量

は,前 年 度に比べ2.2%増 加 し,51年 度 の1.31倍 であ った。

通信系の メデ ィアの増加率をみ ると,特 に伸び率が高い のは,ビ デ オ

テ ックス(対 前年度比増加率146.8%),公 衆交換 系デ ータ通信(同60.3

%),移 動 電話(同46.4%),フ ァ クシ ミリ(同37.9%)等 であ る。

ビデナテ ックスを除いて企業間通信で主に利用 され るもので あ り,最

近の情報 化は,企 業 におい て急速に進 んでい ることを示 し て い る。 逆



第1節 通信及び情報化の現況 一29一

に,電 報及 びテ レックス の供給情報量 は近年減少傾 向にあ り,前 年度 と

比較 す るとテ レックスは5.9%減,電 報は0.9%減 となってお り,メ デ

ィアの代替 が進行 している といえ よ う。

イ 消費情報 量

実際に消費 された情報 の量 である総消費情 報量 は1.97×1016ワ ー ド

で,前 年度 に比べ2.3%増 加,51年 度 の1.11倍 とな った。

61年 度 の総消費情報量 の構成比 は,電 気通信系が64.5%,空 間 系 が

32.5%,輸 送系が3.0%で ある。総供 給情報量 の構成比 と比べ て,空 間

系 の占め る割合が大 き くなっている。

パー ソナ ル ・メデ ィアのみを取 り出 してみ ると,消 費情報量は,前 年

度 に比べ1.6%増 加 し,51年 度 の1.17倍 であ った。

また,全 体 の中で ウェイ トの高い放送系を 除 い た 場合,消 費情報量

は,前 年度に比べ1.2%増 加 し,51年 度 の1.15倍 とな った。

ウ 情報消費率 の推移

情報消費率は,供 給 された情報量 の うち,ど の程 度の情報が実際に消

費 され たかを示す指標であ り,総 消費情報量/総 供給情報量 で計算 され

る。

情報 消費率 は情報化 の進展 とともに年 々低下す る傾向にあ る。61年 度

は前年度 と比較 して0.4ポ イン ト低下 の5.0%で あ った。 これは,総 供

給情報量 の4分 の3を 占め るテ レビジ ョン放送 のチャンネル数 は年 々増

加 し,か つ,総 放送時間数が増加 しているのに対 し,テ レビジ ョン放送

の視聴時 間がそれ ほ ど増加 していない ことが主 な原因であ る。

情報 消費 率の低下 は,換 言すれば,情 報 の選択 の幅が広が っている こ

とを意味す るものである。

情報消費率 の逆数 を情報選択指数 とす ると,情 報選択指数は51年 度 の

11.4か ら61年 度 の19.8へ 伸 びている。
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放送 をは じめ とす るマス ・メデ ィアは言論,文 化 の多様性 を確保す る

上で,重 要 な役 割を果た してい る。供給情報量 の増大 に よる情報選択 指

数の上昇は,人 々の 自由な選択 と自由な意思交換 を示す ものであ る。 テ

レビジ ョン放送 の発達は,量 的 には国民の多様化す る情報 ニーズに こた

え,我 が国の言論,文 化 の多様性を確保 してい ることを示 してい るもの

とい えよ う。

エ ー人 当た り供給情報量 と消費情報量

一人当た り総供給情報量 と総消費情報 量の推移は第1-1-21図 のと

お りである。

第1-1-21図 一人当た リ総供給情報量等の推移

(51年 度=100)
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総消費情報量
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年 度

61年 度 の一人当た り総 供給情報 量は3.22×109ワ ー ド(200ペ ージの文

庫本 に換算す る と1目 当た り162冊)で,51年 度 の1・80倍 であ った。一

方,61年 度 の一人当た り総消費情報量 は1.62×108ワ ー ド(同8.2冊)

で,51年 度 の1.03倍 であ った。
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この数字 は,人 々の 日常生活においてのみな らず ,企 業や官公庁等 の

職場 での一切 の情報流通を意味す るものであるが,高 水準 の情報活動が

行われ てい ることを示 してい るといえ よ う。

パ ーソナル ・メデ ィアを取 り出 してみ ると
,61年 度の一人 当た りパー

ソナル ・メデ ィア供給情報量は,1.85×107ワ ー ド(200ペ ージの文庫本

に換算 す ると1日 当た り0.9冊)で,51年 度 の1.07倍 であった。

(2)家 庭の情報化

今 日,情 報 に対す るニーズは家庭においても高 まって い る。 こ こ で

は,総 務庁 の 「家計調査年報」 に よ り,家 庭 の情報 化を支 出面か ら概 観

す る。

ア 情報関 係支 出の推移

61年 の全国,全 世 帯(平 均世帯人員3.69人,世 帯主 の平均年齢47.7歳)

の消費支 出は,1世 帯当た り331万6,493円(1か 月平均27万6,374円)

で,前 年に比べ,1.2%の 増加であった。

この うち,「 情報 通信支出」 と 「情報通信支援財支 出」か ら 成 る 「情

報関係支出」 についてみ ると,対 前年比3.5%増 の16万768円(1か 月

平均1万3,397円)で,消 費支 出全体に 占 め る 割合 は4.8%で あ った

(第1-1-22表 参照)。

情報関係支出を年 間収入五分位階級別にみ ると,第1-1-23図 の と

お りであ る。最 も収入 の多 い第V階 級は,第1階 級 の1.89倍 とな ってお

り,消 費支 出全体(2.38倍)ほ どの差はみ られない。 これは,情 報関係

支出の うち ウェイ トの高 い電話電報料,新 聞等において所得に よる差が

小 さい(電 話電報料が1,62倍,新 聞が1,37倍)こ とに よるものである。

また,情 報 関係支 出の推移 の内容をみ ると,通 信費や新 聞 ・書籍等 の

情報通信支出の伸 びは10年 間 で1.8倍 と消費支 出の伸びを上 回ってい る

が,電 気音響機 器(テ レビジ ョン受信機等)等 の情報通信支援財支 出の



一32一 第1章 昭和61年 度通信の現況

第1-1-22表 情報関係支出の内訳(61年)

区 別 61年 支 出(円)
対前年増 対51年 増

加率(%)加 倍 率

情

報

関

係

支

出

情

報

通

信

支

出

情

報

通

信

支

援

財

支

出

はがき

通 他の郵便料電話電報料

他の通信・運送料
信 受信料

2,794

2,139

60,280

3,582

9,172

0.6

△5.2

2.6

2.9

△0.3

2.4

1.1

2。2

3.5

1.7

小計 77,967 2.O 2.1

新
聞
・

書

籍
等

新聞

雑誌
週刊誌
辞書
他の書籍

他の印刷物
教科書
学習参考書

28,138

3,125

554

363

互O,836

2,764

1,339

4,475

6.6

4.1

9.9

△2.4

△3.5

1.2

2.9

4.8

1.6

1.2

1壬

o.9

12

一

小計 51,594 3.6 1.4

小計 129,561 2.6 1.8

電
気
音
響
機
器
等

文

房

具

ラジオ

テレビジョン受信機

ステレオ機器

テーフレコータ

VTR

他の教養娯楽用耐久財

テレビ修理代

他の教養娯楽用耐久財修理代

137

8,640

1,897

1,803

5,239

7,988

601

1,378

△27 .1

10.1

△27.7

4.1

11.6

18.6

25.7

12.4

0.4

1.1

0.6

0.9

0.6

小計 27,683 8.5 1.4

万年筆

ボールペン

鉛筆

ノー トブック

他の紙製品

85

285

268

798

2,088

4

4

3

6

4

0

1

1

2

1

△

△

4

4

9

2

4

0

1

0

1

1

小計 3,524

31,・ 。・}

凸0 .9 1.2

小計 7.3

3・51

1.3

合計 160,768 1.7

全消費支出 3,316,493 1・21 1.6

「家計調査年報」(総 務庁)に より作成
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所得階級別情報関係支出(61年)

(第1β皆級=100)
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情報通信支出
/電 話電報料

,/新 聞
、/

蒙 置__________⊥_
III

階 級

皿 V

「家 計 調 査 年 報 」(総 務庁)に よ り作 成

(注)年 間 収 入 額 の 低 い グル ー プか ら 第1(～314万 円),第 ∬(314～

434万 円),第 皿(434～559万 円),第IV(559～754万 円),第V(754

万 円 ～)階 級 と区分 した も ので あ る。

伸 びは消費支出の伸びを下 回っている。 これは,電 気音響機器の価格 の

低下に よるところが大 きい と考 え られ る。

イ 情報 通信支出の推 移

情報を直接提供 し又 は提供を受け るための家計か らの支出である情報

通信支出は,61年 は,1世 帯当た り12万9,561円(1か 月平均1万797

円)で,前 年に比べ2・6%の 増加であ り,10年 前の1.8倍 であ る。

(通信費の動 向)
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第1-1-24図 情報関係支出の推移
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圏

一

,

ロ

一

一

一

一

亥
滋

一

薫
3くウ

!

一

裏
糞i}

一

亥

'4唱

i季茎

一

=

髪
::i奪

iiiil

一

老

二

ii勇

一

=

萎

ilii

勢

一

=

萎
i乳i、

辮

窪

一

一 情報通信
支援財支出

一←新聞・書籍等

=

薮

蒙
'ゆi

多←灘

受信料 信

一 電 話 費
電報料1

通信費を中心 とす る情報関係支 出の推移は,第1-1-24図 の とお り

であ る。

郵便 関係支 出(は が き及 び他 の郵便料)は4,933円(1か 月平均411

円)で,10年 前に比べて1.6倍 の伸び となってい る。 これ は,56年1

月に大 幅な料金改定があ った ことに よる ところが大 き く,そ の後は大 き

な変化な く推移 してい る。 しか し,そ の内容をみた場合,は が き と他 の

郵 便料(手 紙等)の ウェイ トが この10年 で逆 転 してい る ことが特徴 であ

る。

電話電報料 は,6万280円(1か 月平均5,023円)で,10年 前 に比べ

て2.2倍 の伸 び とな ってい る。電話料 の数次にわた る遠距離料金 の値下

げに もかかわ らず,値 下げ の実施 された 当該年度及び次年度 にお いて も

電話料支出は増加 を続 けてお り,こ の ことは,需 要 の価格弾性値が1を
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上回 っているこ とを示 唆 している。

また,宅 配等 の他の通信 ・運送料は,前 年 に比べ,2・9%の 増加 で 順

調 な伸 びを示 してい る。

なお,通 信費を都市規模 別にみ る と,都 市 規模 が大 きいほ ど通信費 の

支 出は大 き くなってお り,消 費支 出全体 と類似 した傾 向を示 している。

(新聞 ・書籍等)

新聞 に対す る支出は,2万8,138円(1か 月平均2,345円)で,10年

前 の1.6倍 の伸び とな ってい る。 これは,新 聞価格 の上昇幅 とほぼ同様

であ り,家 庭におけ る新 聞 ニーズは安定 してい ることが分か る。

新聞 を除 く書i籍等 に対す る支 出は2万3,456円(1か 月平均1,955円)

で,10年 前 の1.2倍 にす ぎず,低 い伸び であ る。

ウ 情報通信支援財支出

情報 を直i接提供 し,又 は提 供を受け るために使用 す る物的財に対す る

家計か らの支 出であ る情報 通信支援財支出は,61年 は,対 前年比7.3%

増 の3万1,207円(1か 月平均2,601円)で あ った。 消費支 出全体に占

め る割合は0.94%で あ る。

この うち,電 気音響機器(ラ ジオ,テ レビジ ョン受信機,ス テ レナ機

器,テ ープ レコーダ及 びVTR)に 対す る支出は,対 前年比3.7%増 の

1万7,716円 とな った。

機器別にみ ると,テ レビジ ョン受信機に対す る支 出は,都 市規模に よ

る格差が小 さ く,ま た,世 帯主 の所得階級別にみて も,第V階 級の支 出

は第1階 級 の支出の2.10倍 と,消 費支出全体における格差(2.38倍)よ

りやや小 さ くなってい る。

ステ レオについてみ ると,第V階 級の支出が,第1階 級 の支出の5.80

倍 と大 きな格差があ る。

また,VTRに つ いては,60年 か ら独立 した支 出項 目と して取 り上げ
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られたが,61年 は,対 前年比11.6%増 の5,239円 であ った。消費動向調

査 に よれば,VTRの 普及率は,33.5%で あ り,VTRは,現 在普 及 が

進みつつあ る段階にあ ることが分か る。

工 家庭 の情報 化の進展

今 日,電 話やテ レビジ ョン受信機は,新 聞 とともに,十 分に普及 して

お り,国 民生活に欠かせ ない もの となってい る。

電話や テ レビジ ョン受信機 は,比 較的高価 であ るに もかかわ らず広 く

普及 してい ることは,情 報 の迅速 な入手,伝 達が可能であ り,ま た,多

様 な情報を大量 に入手 し得 る とい う電話あ るいはテ レビの効用 が,国 民

に高 く評価 されてい ることに よる。 このよ うに メデ ィアの効用に よって

は広 く国民に受け入れ られ る とい うことは,今 後の ニ ューメデ ィアの普

及促進 におい て参考 となる ものであ る。

なお,今 日では,家 計調査か らうかがわれ る以上に情報 化が進展 して

い ると思われ るが,こ れ は,電 気音響機器等につい ては相対価格が低下

してお り,情 報通信支援財 の比重が相対的に低下 してい るこ と,ま た,

民間放送等 の受信には支出を要 しない こ とな どに よる ものである。

(3)企 業の情報化

情報 化の進展 は,企 業活動の合理化 に始 ま り,さ らには産業構造 の変

化,経 済の ソフ ト化 を推進 してい る。産 業分野 におけ る一層 の情報 化の

進展は,今 後 の我が 国の中長期的な安定成長 と内需主導型 への転換 に寄

与す る と考え られ る。

ア 情報化 の進展 と企業 の情報化

(産業 の情報化)

今 日,我 が国では,社 会 経済のあ らゆ る分野 で情報に対す るニーズが

高度 化 ・多様化 し,情 報 の価値 や情報 の利用 が高まってきてい る。

産 業の分野においては,各 企業が生産部 門だけでな く事務 ・管理部門
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を も含 めて業務 の合理化 を図るため,あ るいは高度化 ・多様化す る消費

者 ニーズに対応 した商品開発体制 を確立 し,意 思決定 の迅速化,的 確化

を図るな どの理 由か ら,情 報 化につ いての積極 的な取組がみ られ る。

(企業活動 におけ る情報 化の動 き)

企業 では,生 産部門,販 売 ・流通部門あ るいは事務 ・管理部 門におい

て,作 業 ・業務等 の効率化を図 るため,コ ンピ ゴータ.ワ ー ド・プロセ

ッサ,フ ァクシ ミリ等 の情報 通信機器,事 務機器等 の導入を進めてい る。

例えば,コ ンビ凸一タの導入状況についてみ る と,通 商産業省の 「電子

計算機納入下取調査」に よれぽ,61年3月 末 の汎用 コンビ凶一タの実働

第1-1-25図 汎用コンピュータの実働台数及びオンライン化率の推移
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「電子計算機納入下取調査」(通 商産業省),「 情報処理実態調査」(同)に

より作成
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台数は約22万 台で,こ の5年 間 で2.8倍 にな っている(第1-1-25図

参照)。 また,通 商産業省 の 「情報処理実態調査」 に よれ ば,60年3月

末時点におけ るオソ ライン化率 は,58.0%と な ってい る(第1-1-25

図参照)。

また,情 報を迅 速に伝達 し処理す るため,通 信に対す るニーズ も高度

化 ・多様化 しつつ増 大 してお り,こ のため,各 種情報 関係機 器を システ

ム化す る とともに各部 門を結 ぶ情報通信 のネ ッ トワー ク化が進 め られ て

い る。通信回線数の推移をみ ると,DDX網 の利用 契約数 は・回線交換

網,パ ケ ッ ト交換網 ともに大幅 な伸び を示 してい る(第1-1-26図 参

第1-1-26図DDX網 サービス契約回線数の推移
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専用回線数の推移
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(注)専 用回線数セこは59年 度までには特定通信回線を含む。

照)。 また,専 用 回線数 も,こ の10年 間で約2倍 に増加 してい る(第1

-1-27図 参照)
。

さらに,近 年 では,販 売情報を的確に把握 し商品開発や商品企画を早

期 に行い,ま た,受 発注業務 の効率化等を図るため,企 業内利用 を超え

て製造 業 ・小売業 ・運送業等 の関連企 業を結ぶ,生 産 ・流 通 ・販売 ライ

ンのネ ッ トワーク化 が進め られてい る。

(金融の分 野におけ るネ ッワー ク化)

金融機関では,早 くか らコンピュータや データ通信システム等 の導 入

が進め られてい る。
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さらに,近 年 では,取 引先 とのネ ッ トワークを構築 し,残 高照会,自

動振 替等 の事務作業 の効率化のみな らず,情 報提供等 のサ ー ビス の提供

並 びに資金移動取 引が行え るエ レク トロニック ・バ ンキ ング化 が進 んで

い る。

データ通 信が発達 した今 日,金 融機関相互間の為替取 引は,そ のほ と

ん どが全国銀行デ ータ通信 システ ム(以 下 「全銀システ ム」 と い う。)

を利用 してい る。 全銀 システムを利用 した為替件数 は 年 間4億 件 を 超

え,こ の10年 間で約4倍 にな ってい る(第1-1-28図 参照)。

産 業の分野 では,金 融業,製 造業,運 送 業等業 界を結ぶ ネ ッ トワーク

や,ホ ームバ ンキ ング,ホ ームシ ョッピングの よ うな企業 と家庭を結 ぶ

第1-1-28図 全銀システムを利用した銀行間為替件数の推移
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ネ ッ トワー クが形成 されてい き,今 後,情 報 化が一層進展 してい くもの

と予想 され る。

イ 企業 の情報化 とネ ヅ トワー ク化

(ネ ッ トワー ク化 の歩み)

ネ ッ トワー ク化は,座 席予約,為 替決済等の システ ムが産業 界を中心

に40年 代か ら始 まった。50年 代にな ると,同 一 の企 業内に閉 じた システ

ムか ら企業間を結 ぶネ ッ トワー クへ と展 開 した。 この流れ は,60年4月

の電気通信制度 の変革を契機 として一層加速 され,大 企業 か ら 中小企

業,教 育 ・行政機関あ るいは家庭 を も含めた総合的 なネ ッ トワー クへ と

第1-1-29図 ネ ッ トワー ク 化 指標(61年 度)

A普 及 率

10.28%(14,2%)

「

ll
(利用面の進展度)

B業 務 処 理 率

12,43%(6.4%)

D対 外 接 続 度

15.65社(9.4%)

(設備面の進展度)

Cネ ッ トワーク情報量

35,7kb/s(32.2%)

E端 末 装 備 率

0.24台/人(14.3%)

(注)()内 の数値は対前年度伸び率である。

指 標 名 定 義

A 普 及 率
全国の事業所のうち,何%の 事業所がネッ トワ
ー クを利用しているか。

B 業 務 処 理 率
事業所の業務のうち,何%の 業務量がネッ トワ
ー クにより処理されているか。

C ネ ットワーク情報量 1事 業所 当た りの回線容量。

D 対 外 接 続 度 1業 務 当たりの接続相手企業数。

E 端 末 装 備 率 従業員(常 勤)一 人当た りの端末台数。

ネ ッ トワ ー ク化推 進 会議 資 料 に よ る。
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進みつつあ る。

(ネ ッ トワー ク化指標)

デ ータ通信 のネ ッ トワー ク化 の進展度合いを,普 及率,業 務処理 率,

ネ ッ トワーク情報量,対 外接続度及び端末装 備率の五つ の 面 か ら把握

し,ネ ッ トワーク化指標等 としてみ ると,全 般的 にネ ッ トワー ク化 が進

展 してい ることが分か る(第1-1-29図 参照)。

ネ ッ トワー ク化指標に よれば,何 らかの業務 でデータ通信 のネ ッ トワ

ークを利用 している事業所は ,全 事業所 の10.3%(対 前年度比14・2%増)

であ る。 また,そ の利用事業所で取 り扱 っている業務 の うち,デ ー タ通

信 のネ ッ トワー クで処理 されてい る業 務量 の割合 は,12.4%(対 前年度

比6・4%増)で ある。 さらに,そ の利用事業所 の1事 業所 当た りの平均

回線容量 は,35.7kb/s(対 前年度比32.2%増)で あ る。

データ通信 のネ ッ トワー ク化指標 の うち,利 用面 の代表的指標 であ る

業務処理率 と,設 備面の代表的 指標 であるネ ッ トワー ク情報量(共 に普

及率を乗 じた もの)に よる業種 別ネ ヅ トワー ク化進展度は,第1-1-

30図 の とお りであ る。 これ に よれ ば,ネ ッ トワー ク化 が最 も進展 してい

るのは,金 融 ・保険業 である。サ ー ビス業 では,特 に設備面 での進展 が

顕著 である。それ以外 の業種 では,利 用面を 中心 に,ネ ッ トワーク化が

進展 してい る。 また,業 種 に よって格差が生 じている ことが分 か る。

さ らに,デ ータ通信のネ ッ トワー クの地域的広が りを,端 末の設置状

況 によ りみ ると,第1-1-31図 の とお りであ り,ネ ッ トワ・一ク化にお

いても地域 間格差 が生 じている ことが分か る。

(ネ ッ トワー ク化 の質的変化)

企 業間のネ ットワー ク化 は,企 業 間取 引の効率化 を 目的 として構築 さ

れた ものであ るが,次 第 に異業種 間の情報交流 を通 して新 たな利用価値

を生 み出 した。生産業者が,流 通業者 とのネ ッ トワー ク化に より.売 れ
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第1-1-30図 業種別ネ・7トワーク化進展状況
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平 均10.28 8.22 12.43 35.7 L28 2,935

建 設 。設 備 業4.69 2.95 7.85 5.7 0.37 168

製 造 業(素 材型)10.21 9.27 12.22 26.3 1.25 2,438

製 造 業(加 工型)10.95 8.38 13.14 18.8 L44 1,575

商 社 ・ 卸IZ42 10.49 lO.84 15.7 L35 1,647

小 売 業10.70 9.0ウ 13.45 31.3 1.44 2,845

金 融 ・ 保 険14.05 1L28 15.35 61.5 2.16 6,937

運 輸 業7.50 5.61 10.65 6.3 O.80 353

サ ー ビ ス 業8.42 6.99 12.06 79.2 1.02 5,536

そ の 他10.08 7.77 lL27 20.3 Ll4 1,577

ネットワーク化推進会議資料による。

(注)普 及率Aは データ通信ネットワークを何らかの業務で利用している事業所

の割合であ り,普 及率A'は 事業所外とネヅトワークを利用してデータ通信

を行っている事業所の割合である。
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第1-1-31図 地域別ネットワーク端末設置状況

(62年1月 ～2月 調 査)
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び三重県,北 陸は石川県,富 山県及び福井県である。

2,関 東は山梨県を含む。

信

越

信越は長野県及び新潟県,東 海は愛知県,静 岡県,岐 阜県及

筋情報 のフ ィー ドバ ックを行い,需 要の把握 とこれ に沿 った商品開発を

実現 してい る。 また,中 小企業や地場 産業がネ ッ トワー ク化に よ り販路

の開拓を行い,事 業拡大,雇 用機会 の増大を図 ってい る。 この よ うにネ

ッ トワーク化は,ネ ッ トワー ク化に よ り体系化 された情報そ の ものに価

値 を見 出 し,新 たな ビジネス市場を創造す ると ともに,地 方 の活性化,

中小企業におけ る雇用拡大 に重要 な役割を果た してい る。

(ネ ッ トワー ク化 が与 える影響)

今 日の我が国は,厳 しい経済環境 の中 で,活 力ある効率的 な経済社会

を維持 しつつ,世 界 に開かれた経済社会 の構築 を行 うため,産 業構造 の

転換が求め られている。情報化 は,事 業 の効率化 ・合理 化を促進 す ると

ともに,情 報 の高度利用 に よ り,一 層付加価値 を高 め るものであ る。 情

報化 の推進に よ り,内 需主導型 の経済 セ クタが拡大 され ることで,国 際

社会 と調和の取れ た産業構造 の構 築を実現す る必要 があ る。

ユーザ企業においては,ネ ッ トワーク化に よ り,既 存業務 の効 率化を
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図 るとともに,情 報 の利活用を通 して新規事業分野 の開発に 努 め る な

ど,機 動的 ・弾 力的経営が求め られ てい る。 この ようなネ ッ トワー ク化

の経営戦略手段 としての活用に遅れ を とる企業は,産 業構造 の変化に取

り残 され るおそれ もある。

(4)経 済 の情報化

ここでは,産 業連関 の手法を用 い,50年 か ら60年 までの産業連関表及

び延長 産業連 関表等 を基に,我 が国の情報化 の進展を経 済的側面か らと

らえ ることとす る。

ア 情報通 信経済 の構造

情報 通信経 済の構 造が,情 報 通信部門(注1),情 報通信支援財部 門(注2),

非情報 通信関係部 門(注3)と,情 報通信支援財部 門及び非情報通信関係部

門 におけ る情 報関係部 門であ る組織 内情報通信部 門(注4)の4部 門か ら成

第1-1-32図 部門別粗付加価値額の推移
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非情報通信

関係部門
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年

「産業連関表(50年,55年)」(行 政管理庁),「 延長産業連関表(51年 ～54

年,56年 ～60年)」(通 商産業省),「 工業統計表」(同),「 事業所統計調

査報告」(総 務庁),「 労働力調査年報」(同),「 就 業構造基本調査報告」

(同),「 賃金構造基本統計調査」(労 働省),「 職種別民間給与実態調査」

(人事院)に より作成
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り立 っているものとして分析 を行 った。

イ 部門別粗付加価値 額の推移

部門別粗付加価値 額の推移 は,第1-1-32図 のとお りである。

経済全体の粗 付加価値額 の推移 は,50年 の152兆 円か ら60年 には321

兆2千 億円(61年 度 白書の暫定値 を更新 した。)に 増加 している。

50年 か ら60年 までの年平均伸 び率 はZ8%で あ った。 また,前 期(50

年か ら55年)の 年平均伸 び率 は10.5%で あったが,後 期(55年 か ら60年)

では経済 の低成長化 に よ り5.1%で あった。

(情報通信 関係部 門)

情報通信部門,情 報通信支援財部門及び組織内情報通信部門 の総計 で

ある情報通信関係部門 の粗付加価値額 は,50年 の49兆9千 億 円(粗 付加

価値総額に 占め る割合は32.8%)か ら57年 に101兆 円 と初め て100兆 円

を超 え,60年 は131兆5千 億 円(同41.0%)で あ った。

50年 か ら60年 までの年 平均伸 び率は10.2%と な ってい る。 また,前 期

の年平均伸 び率は11.8%で あ ったが後期 は8.6%と 伸びは低 くなってい

る。 しか し,粗 付加価値総額 に対す る情報通 信関係部門 の弾性値は,前

期では1.06,後 期 では1.18で あ り,経 済 の清報化は着実に進展 してい

る。

(情報通信部 門)

情報通信部門 の粗付加価値額 は,50年 の14兆9千 億円(粗 付加価値総

額に 占め る割合 は9.8%)か ら52年 に は20兆4千 億 円 、(同10.6%)と な

り初めて粗 付加価値 総額 の1割 を超 えた。60年 は37兆5千 億円(同11.7

%)で あった。

50年 か ら60年 までの年平均伸び率 は9.7%と な ってお り,粗 付 加価値

総額 の伸びを上回 ってい る。 また,前 期 の年平均伸 び率 は12・3%,後 期

は7.0%と それぞれ粗付加価値総額 の伸びを上回 っている。
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粗付加価値総額に対す る情報通信部門 の弾性値 は,前 期では1.09,後

期 で も1.09で あ り,ほ ぼ等 し くなってい る。

(情報通信支援財部門)

情報通信支援財部門 の粗付加価値額は,50年 の3兆8千 億円(粗 付加

価値総額 に占める割合は2.5%)か ら60年 には9兆1千 億 円(同2.8%)

に達 した。

50年 か ら60年 までの年平 均伸 び率は9.3%で あ った。 また,前 期の年

平均伸 び率 は12.0%で あ ったが後期 では6.6%で あ り,後 期 では情報通

信関係部門 の うち最 も低い伸 びであ った。 また,粗 付加価値総額に対す

る情報通信支援財部門 の弾性値 は,前 期1.07,後 期1.07と ほぼ同水準で

あ った。

しか し,こ の部門ではIC等 にみ られ るよ うに,相 対価 格の低下が著

しく,名 目額 以上に情報化 の進展 に果た してい る役割は大 きい ものがあ

る。

(組織 内情報通信部門)

組織 内情報通信部門は,情 報通信支援財部門及び非情報通信関係部門

内にあ って,組 織 内に情報を提供す る部 門であ り,組 織 における意思決

定に寄与 している。

組織 内情報通信部門 の粗付加価値額 は,50年 は31兆2千 億 円(粗 付加

価値総額 に占める割合は20.5%)で あったが,54年 に50兆 円を超 え,60

年には84兆9千 億円(同26.4%)に 達 している。情報通信 関係部門に 占

め る割合 は60年 では64.5%で あ り,こ の部 門が経済の情報化 の中核をな

す ものであ ることを示 している。

50年 か ら60年 までの年平均伸び率は10.5%で あ り,全 部 門で最大 の伸

び であ った。 また,前 期 の年平均伸び率は11.5%と 情報通信関係部門の

中 で最低 の伸びであったが,逆 に後期では9.6%と 全部 門の うち最高の
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伸 び となってい る。

さ らに,粗 付加価値総額 に対す る組織 内情報通信部 門の弾 性値 は,前

期 の1.05か ら後期には1.23と 大 きくなっている。前期 よ り後期 の弾性値

が大 き く伸び てお り経済の情報化 に与 える影響は,情 報通 信関係部門に

対す るシ ェアの大 きさとあい まって,近 年強 まってい る。

(非情報通 信関係部 門)

非情報通信関係部 門の粗付加価値額は,50年 の102兆1千 億 円(粗 付

加価値総額に 占める割合は67.2%)か ら60年 には189兆7千 億 円(同

59.0%)と な り,シ ェアは8.2ポ イン トも低下 してい る。

50年 か ら60年 までの年平均伸び率は6.4%で あ った。 また,前 期 の年

平均伸び率は9.8%,後 期 は3.1%と な ってお り,前 期,後 期 とも粗付

加価値 総額の伸 びを下回 ってい る。

さ らに,粗 付加価値総額 に対す る非情報通 信関係部 門の弾性値 は前期

では0.97,後 期 では0.91で あ り,経 済全体に占め る非 情報 通信関係部門

のウ ェイ トが低下 し,情 報通信関係部 門 と非情報通信 関係部門の比率は

50年 の3対7か ら60年 には4対6と 接 近 しつ つあ る。

ウ 情報化 係数

部門別情報 化係数(注5)の 推移 は,第1-1-33図 の とお りであ る。

産 業全体 の情報化係数は,50年 の19.4%か ら60年 の25.0%へ5.6ポ イ

ン ト上 昇 している。60年 の費用 内訳 をみ る と,情 報 労働費用 が15.4%

(50年 は12.1%),情 報 中間財費用が8.3%(同6.4%),情 報資本費用が

1.3%(同 α9%)で あった。情報労働費用の増大は,経 済活動 の中 で情

報通信 活動 の占め る割合が大 き くな るとともに,情 報通信活動が雇用 の

拡大 に寄与 してい ることを示 してい る。

(情報通信部門)

情報通信部門の情報化 係数 は,50年 の64.3%か ら60年 の64.8%と ほぼ
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部門別情報化係数の推移

5051525354555657585960

年

「産業連関表(50年,55年)」(行 政管理庁),「 延長産業連関表(51年 ～

54年,56年 ～60年)」(通 商産業省),「 工業統計表」(同),「 事業所統計

調査報告」(総 務庁),「 労働力調査年報」(同),「就業構造基本調査報告」

(同),「 賃金構造基本統計調査」(労働省),「 職業別民間給与実態調査」

(人事院)に より作成

同水準,高 水準 で安定的に推移 している。60年 の費用内訳 をみ ると,情

報労働費用が41.9%(50年 は41.3%),情 報中間財費用が19.6%(同19.3

%),情 報資本費用 が3.3%(同3.7%)で あった。総費用 の うち情報 労

働費用 が4割 を占めてお りこの部門の労働集約性 の高 さ示 してい る。

(情報通信支援財部 門)

情報 通信支援財部 門の情報化係数は,50年 の34.1%か ら60年 の44.5%

へ10.4ポ イン ト上 昇 してお り,情 報化係数 の伸 びは全部門の うち最 も高

くなっている。60年 の費用 内訳をみ ると,情 報 中間財費用 が33.3%(50

年 は27.6%),情 報労働費用 が9.3%(同5・2%),情 報資本費用 が2・0%

(同1.3%)で あ り・情報通信部門及び 自部門か らの中間投入が多 い こと
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が分か る。

(非情報通信 関係部 門)

非情報通信 関係部 門の情報化係数は,50年 の15.1%か ら60年 の19・3%

へ4.2ポ イ ン ト上昇 してい る。60年 の費用 内訳をみ る と,情 報労働費用

が13.2%(50年 は10.1%),情 報 中間財費用 が5.1%(同4・4%),情 報

資本費用が1.0%(同0.6%)で あ った。費用項 目の全部 の比率が50年

よ りも上昇 してお り,非 情報通信関係部 門において も情報 の占め る割合

第1-1-34図 主要産業の情報化係数(60年)
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「昭和60年 延長産業連関表」(通 商産業省),「 工業統計表」(同),「 事業所統計調査報

告」(総 務庁),「 労働力調査年報」(同),「 就 業構造基本調査報告」(同),「 賃 金構造

基本統計調査」(労 働省),「 職種別民間給与実態調査」(人 事院).に よ り作成
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が増大 している。

以上 の ことか ら,情 報通信支援財部門 の情報 化係数 の伸びが産業全体

の情報化係数 の伸びを リー ドしていることが分 かる。

(60年 の主要産業の情報 化係数)

60年 の主要 な産業の情報 化係数 は,第1-1-34図 のとお りである。

50年 か ら60年 までの間で情報化係数が15ポ イン ト以上上 昇 した産業

は,郵 便(24.6ポ イン ト上昇),そ の他 の通信サー ビス(24.0ポ イン ト

上昇),電 子計算機 ・同付属装置(22.5ポ イ ン ト上昇),電 気通信機械及

び関連機器(19.5ポ イ ン ト上昇),農 業サー ビス(16.6ポ イ ン ト上昇),

そ の他の電子応用装置(15.7ポ イ ン ト上昇),事 務用品(15.2ポ イン ト

上昇)の7産 業であ る。

情報 化係数 の上昇 を理 由別にみ ると,中 間財投入部分で主に増加 した

のが,電 子計 算機 ・同付属装置(17.9ポ イ ン ト),電 気通信機械及び関

連機器(17.5ポ イン ト),事 務用 品(15.2ポ イン ト),そ の他 の電子応用

装置(12.4ポ イン ト)で あ る。労働投入部分で主に増加 した のは,郵 便

(23.1ポ イ ソ ト),農 業サ ー ビス(17,6ポ イン ト),そ の他 の通信サ ービ

ス(14.2ポ イン ト)で あ る。

工 情報関係労働者数

経済 の情報 化は,情 報 関係労働者(情 報通信部門の労働者,組 織内情

報通信部門の労働者 の合計)数 の増加を もた ら している。

全労働者数 は,50年 の3,881万 人か ら60年 には,761万 人増(19,6%

増)の4,642万 人 であ った。 こ の うち,情 報関係労働者数 は,50年 は

1,740万 人,60年 には,385万 人増(22.1%増)の2,125万 人 である。

情報関係労働者の増加数 の全労働者の増加数 に占め る割合は50.6%で あ

り,増 加労働者 の過半数が情報 関係労働者 であった。 また,全 労働者数

に 占め る情報 関係労働者数 の割合 も50年 の44.8%か ら60年 の45.8%へ
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1.0ポ イ ン ト上昇 している。

情報関係労働者数 の内訳をみ ると,情 報通信部門 の労働者数 は,50年

の381万 人か ら60年 には195万 人増(51.2%増)の575万 人 であった。

情報通信支援財部門 の組織 内情報通信部 門で働 く情報労働者 は,50年 の

40万 人か ら60年 には28万 人増(71.5%増)の68万 人 であった。非 情報通

信 関係部 門の組織 内情報通信部門で働 く情報 労働者数 は,50年 の1,320

万人か ら60年 には162万 人増(12,3%増)の1,482万 人 であ った 。
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第2節 通信政策及び通信サービス

1通 信の高度化 ・多様化に向けて

(1)ニ ュー メデ ィア時代 を迎 えた通信政策

我 が国の社会経済 は,21世 紀に向けて大 きな変貌 を遂 げつつあ る。 国

民の意識 ・価値観 あ るいは生活様式が多様化,成 熟 化す る とともに,情

報通信に対す るニーズ も高度化 ・多様 化 している。 また,我 が国 の経済

発展に よ り我 が国が世界 のGNPの1割 を占めるよ うにな るとともに,

通信及 び交通 の発達 に よって我が国の経済活動が地球規模 に拡大 し,世

界構造 の一部 として位置付け られ るよ うになるなど,国 際化が進展 して

いる。

さらに,第3次 産業 の生産額 のシ ェアは,今 日既 に過半 数 とな ってい

るが,産 業の ソフ ト化 ・サ ー ビス化は,今 後 も進む ことが予想 され る。

このほかに も,高 齢化,都 市化,情 報化等,多 くの要因に よって社会経

済 は変化 してい る。

一方 ,情 報 通信技 術は,我 が国 の情報化の進展 を支 える基盤iとして,

基幹通信 メデ ィアか らニューメデ ィアに至 るまでの開発,提 供,普 及 に

大 き く貢献 して きたが,今 後 とも引き続 き技 術開発 が行われ,メ デ ィア

の多様化,融 合化が進 行す るもの と予想 され る。

このよ うに,情 報 通信 を取 り巻 く環境が大 き く変 化す る中 で,郵 政 省

では,5～10年 程 度先の中長期 の電気通信,放 送等 の在 り方について,

電気通信審議会に諮問 したほか,「 新産業社会におけ る電気通信の 在 り

方 にっ いての懇談会」及 び 「ニュー メデ ィア時代におけ る放送に関す る

懇談会」 を開催 し,検 討を行 ってきたが,62年4～6月 に相次いで答 申
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及 び報告書が提出 され た。

ア 電気通信高度 化 ビジ ョン

電気通信高 度化 ビジ ョンは,今 後5年 程度先を見通 した電 気通信各分

野の発展動 向を,電 気通信が どのよ うに活用 され,高 度化 し て い く の

か,ま た,電 気通信 の高度化を支え る情報通信産業が どの ように発展 し

てい き,我 が 国の経済発展に どの よ うな影響 を もた らしてい くのか な ど

の観点か ら具体的,定 量的に展望 した もので,62年6月,電 気通信審議

会か ら答 申された。 その概要 は次 の とお りであ る。

(社会経済各分野におけ る電気通信 の高度化動向)

情 報通信分 野におけ る目覚 ましい技術革新,あ るいは情報通信 ニーズ

の高 度化 ・多様化 に よ り,デ ータ通信,フ ァクシ ミ リ,CATV等 様 々

な情報 通信サ ー ビスが 出現 して きてい る。今 後は,企 業,家 庭,地 域社

会の各分野 で個別 に情報通信の活用 が 「検討 ・試行」 され ていた段階か

ら,諸 活動分野 を有機的に一体 化 してい くために,高 度化 す る電気通信

が新 たな時代 の社会基盤 と して整 備 ・充実 してい く時代 を迎 え る。

電気通信 の高度化 ・多様 化は,産 業分野 を中心に推移 して きた。 国際

化す る競争 市場 の中で,変 貌す る市場動 向に適切に対応 してい くため,

産業分野におけ る情報通信 ニーズは今後一層強 ま り,利 用者 の側 か ら電

気通信全体 の高度化 を牽 引 してい く。

また,家 庭 にお いては,こ れ まで放送 や電話が中心的役割 を果 た して

きたが,今 後,文 字放送,パ ソコン通 信,都 市型CATV等 の出現に よ

り,家 庭において も電気 通信 の多様 な利用 が進 み,ま た,個 人生活にお

け る余暇時 間の増 大に伴 って,こ うした ニューメデ ィアの活用 が進む と

考え られ る。

さらに,大 都市(特 に東京)で は,中 枢 管理機能,情 報 中枢機能 の集

中に伴 い,21世 紀 に対応 できる社会資本 の整備が不可欠 となっている。
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この一環 として,高 度 な情報通信 システムを活用 した都市 の開発が活発

化す る。 一方,地 域社会において も,情 報通信 システ ムの活用を中心 と

した多様 な地域振興施策が展開 されてい く。

(電気通信高度化 に当た っての諸課題)

電気 通信 の高度化 に当た っては,① 高度情報社会構築 のための基幹的

ニューメデ ィアの普及促進,② 通信方式 の標準化の促進,③ 安全性 ・信

頼性対 策の普 及促進,④ デ ータ保護対策 の促進,⑤ 社会 ニーズに対応す

る電気通信技 術の開発推進,⑥ 人材の確保,⑦ 均衡の とれた新国土形成

に向けてのネ ッ トワーク化推進,⑧ グ巨一バ ルネ ッ トワー ク化への対 応

等,円 滑な高度化 を図るため の様 々な課題 の克服が必要 である。

(メデ ィア ミックス時代 の到来)

情報 通信分野 におけ る急速な技術進歩 に より,今 や多種多様 な情報 通

信 の活用 が可能 となってお り,ま た,60年 の電気通信制度 の改革に伴 う

多数の電気通信事業者 の出現に よ り,多 彩 な情報通信サ ービスを提供す

る体制が整 いつつ ある。 こ うした動 向を背景に,今 後,電 気通信 の高度

化は着 実に進展 し,本 格的 なマルチ メデ ィア化が進 行 してい く と と も

に,多 様化 してい く各 メデ ィアそれぞれの特性 を生か して,自 在 に組み

合わせて活用す るメデ ィア ミックスの時代 の幕開けを迎え る。

(情報通信 に よる新 しい社会経済への構造変革)

今後5年 間 は,我 が国の産業構造が,社 会経済の ソフ ト化,サ ービス

化,情 報化,国 際化等に対応 した変革 を遂げ なが ら,国 際的 にも調和 の

とれ た経済社会 を作 りあげ るとともに,国 民が新 しい ライ フスタイルの

形成 を図 るた めの重要な移行期である。そ の中で この移行 を円滑に進 め

るために,産 業,家 庭,地 域社 会等 の各分野において,情 報通信がその

特徴を生か しなが ら工夫 され,受 容され定着 してい く時期 とな る。

また,情 報通信 の活用は,従 来 の枠組みを超えた企業や個人の新 たな
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活動を可能 とし,産 業構造や ライフスタイルを変革 してい く原動力とな

ってい く。

(電気通信高度化の経済効果)

電気通信の高度化を支える情報通信産業は,ニ ュー'リ ーデ ィング ●

インダス トリーとして,我 が国の経済発展の牽引車的役割を果た してい

く。 また,情 報通信分野への投資は,用 地取得 ・地価問題の制約が少な

く,内 需拡大の面において即効性と波及効果が大きいことか ら,21世 紀

に向けて社会基盤を形成 してい く現時点において,情 報通信を活用 した

思い切った政策の展開が求められ る。

イ 新産業社会における電気通信の在 り方

我が国の産業社会は,21世 紀に向けて大きな変貌を遂げようとしてい

る。 このような産業社会の変化が円滑に進むためには,あ らゆる観点か

らの支援が必要であるが,情 報通信の果たす役割は大きいと考 え られ

る。 こうしたことから,62年6月,郵 政省では,21世 紀に向けての我が

国産業社会の変化の動向及び産業社会の変化を支援するための電気通信

の役割について検討を行 うために開催した 「新産業社会における電気通

信の在 り方についての懇談会」における意見を取 りまとめた。その概要

は次のとお りである。

(新しい産業社会の基本方向)

産業構造の変化には,次 の三つの基本的な方向があ り,互 いに影響を

及ぼ し合いつつ,新 しい産業社会を形成 してい くと考えられ る。

第一一は,企 業の世界化の動きである。経済活動は,元 来,市 場や最適

な経営システムの構築を求めて,国 境を越えて発展する傾向があるが,

交通や通信の発達に伴い,そ の傾向が更に強まってい く。

第二は,産 業社会の柔構造化である。世界化の進展や国民生活の多様

化,社 会変化の加速化に対応するために,様 々な産業間及び企業間の交
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流 が行われ た り,雇 用慣 行を含む企業組 織が従来 の枠 に とらわれず に変

容す るな ど,ま す ます激 しくな ると予想 され る環境変化に機能的かつ柔

軟 に対応 できる産業社会が出現す る。

第三 は,国 土 の高機能化 である。交通 ・情報通信 ネ ッ トワークの充実

とあいまって,我 が国は,各 地域 が各 々特徴,得 意分野を生か して発展

し,そ の上 で相互に機能 を補完,分 担 しあ うことによ り,暮 ら しや す

く,働 きやすい国土を形成 してい く。

(新産業社会におけ る電気通信 の諸課題)

これ らの基本的方向 と関連 して,新 産 業社会 におけ る電気通信 の在 り

方 に対 して,次 のよ うな課題 が提起 されてい る。

① 産業社会の世界化に対 応 して,我 が国における国際的な諸機能 を地

域特性に応 じ国内全体で分担 してい くことが必要 となってい る。 この

ため,国 際通信料金については,国 内発信地 別の料金 の導入の検討が

必要であ る。

② 我が国全体で機能 を分担 し,均 衡あ る発展 を実現す ることに資す る

ため,巨 大 な情報 集積都市へ のア クセスを容易にす ることが必要 であ

り,そ のためには,ト ラピック状況をベースにした効率的なネ ッ トワ

・一クを構築 し,そ の成果 を反映す る料 金設定 が必 要 で あ る。 と りわ

け,高 度 な情報集積 の場 であ り広大な市場 となってい る東京 ア クセス

料金 の検討 が必要 である。

③ 環境変化 に柔軟 に適応す る産 業社会 の実現 のため,通 信 ネ ッ トワー

クを通 じて複数企業が開放的につなが りを もつ ことが必要 であ り,そ

のための条 件整備 を図るこ とが必要 である。

④ 地方都市 が東京 の端末化 とな るのを防止 し,全 国の均衡 ある発展 に

資す るため,情 報通信を活用 す る産業分野を全国的に創 出す ることが

望 ま しい。 このため,情 報通信 コス トの低減化を継続的 に促進 す ると
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ともに,こ れを担 う人材 の育成が必要であ る。

⑤ 移動体通信 に対す るニーズの増大,高 度化 ・多様化 に伴 い・電波 の

利用 が ます ます増大す ると思われ る。 このた め,電 波資源 の開発 と有

効利用 が必要 である。

⑥ このほか,ネ ッ トワー クの利用者 の立場 に立 って システ ムづ く りを

支援す るコンサル タン ト的業務 の強化,関 係行政 機関の協力体制,個

人生活 のインテ リジェン ト化 の社会実験,情 報通信技術者 の育成等 の

必要性が提言 されてい る。

ウ ニューメデ ィア時代 におけ る放送 の在 り方

社会環境が変化す る中で,メ デ ィアの多様 化,多 数の放送事 業者 の出

現等,放 送 分野の状況 も大 きく変化 してい る。 さらに,今 後 もこ うした

状況変化が続 くもの と予想 され ることな どか ら,郵 政 省では 「ニューメ

デ ィア時 代における放送に関す る懇 談会」 を開催 し,今 後 におけ る放送

政策の課題 と方 向について意見 交換 を行 ってきた。62年4月 にその意見

が取 りまとめ られたが,概 要 は次の とお りであ る。

(社会環境 の変化 と放送 の役 割)

放送 は,こ れ まで,基 幹的情報 を経済的 ・効率的かつ多角的 に提供す

ることに よ り,世 論の形成 に大 きな影響 を与 える とともに,人 々の生活

に潤 い と安 らぎ,目 標 と充実感 を与え,社 会に活力 を生 じさせ てきた。

こ うした放送が有す る優れた社会的文化的影響力 ・機能 は,今 後 とも発

揮 され てい く必要 がある。

一・方 ,我 が国におい ては,近 年,国 民の価値 観,生 活様式 の多様化 ・

個性化,技 術 開発 の進展 とメデ ィアの多様 化 ・融合化,高 度情報化 の進

展 及び社会 の構造変化,国 際化 の進展等,放 送を取 り巻 く環境が大 きな

変化 を遂げつつあ る。

このよ うな環境 変化の動 向の中で,健 全 な言論報道市場 の維持発展へ
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の貢献,情 報 の地域 間格差 の是正,国 民の情報 ニーズの高度化 ・多様 化

に応 じた各種専門情報 の提供,新 たな文 化の創造 ・普及,国 際相互理解

や文化交流 の実施,活 力ある社会 の構築等 の役割が,今 後放送に対 して

期待 され てい る。

(放送政策 の課題 と方 向性)

これ らの放送に対す る期待 に こたえ るため,総 合的な放送 と各種専門

的 な放送が多元化 された形 で並行的に充 実 ・発展 してい くことが期待 さ

れ てい る。利用 の随時性 ・選択性 ・記録性等を兼ね備えた放送や高 画質

化,高 品質化 された放送 が実現 され,エ リア内及びエ リア相互間での各

種番組 ・情報 の提供,享 受 が可能 とな り情報 の地域 間格差 の是正が図 ら

れ る体制 の整備が必要である。

放送 に期待 され るこれ らの役割等を実現す るため,当 面,次 の とお り

各 メデ ィアの普及を進 め る必要が ある。

① テ レビジ ョン放送 及びFM放 送 につ いては,視 聴可能放送数の地域

間格差をで きる限 り解 消す る方 向で普 及を進め る。 このため,既 に周

波数 が割 り当て られ ている地域 の早期開局を図るとともに,現 在,県

域 を原則 としている放送対象地域 の要 件を緩和す るな どの見直 し,F

M放 送 の2波 目以降の割 当ての放送対 象地域 の広域化を検討す ること

な どが必要 である。ただ し,こ の際,マ ス ・メデ ィアの集 中や キー局

等 の巨大化 が過度 に進 まない よ うに十分配慮す る必要がある。

② テ レビジ ョン放送 の辺地難視聴及び都市受信障害並 びに中波放送 の

外 国混信 につ いては,そ れぞれに対応 した十分な措置を講ず るべ きで

あ る。

③ 多重放送 を円滑 に普及 させてい くためには,経 営基盤 の確保等の条

件整 備を図る必要があ り,そ の利用方法及び事業主体 の在 り方 につい

ては,マ ス ・メデ ィアの集中排除 の理念が損 なわれ ない範囲で規制緩
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和を行 うなどきめ細かい行政対応が必要である。

④ 衛星放送については,今 後,衛 星の信頼性確保のための技術開発・

受信設備の低廉化 ・小型化,魅 力ある番組の制作体制確立のための環

境整備,ハ イビジョン等衛星を利用 した 新 た な サービスの早期実用

化,有 料方式の円滑な導入のための環境整備等が必要である。

⑤CATVの 普及促進を図るには,CATV網 の建設,CATV番 組の

供給の両面において事業者の活力 と創意が生かされ るとともに,こ れ

を支援する政策的措置を積極的に講じる必要がある。

⑥ 国際化への対応については,国 際化の進展に伴い,国 際放送 の重要

性がますます増大 している。そのため,国 際放送 の一層の充実強化が

必要である。

(2)電 気通信の研究開発と地域高度化のための環境整備

ア62年 度税制改正

62年 度の電気通信関係の税制改正の概要は次のとお りである。

① 民間事業者の能力の活用により整備され る特定施設の特別償却制度

について,償 却割合が100分 の20(現 行100分 の13)に 引き上げ られ

るとともに,適 用対象にテレポー トが追加された。

② 中小企業新技術体化投資促進税制の対象設備に電気通信設備集中管

理装置,電 気通信専用暗号化装置,移 動無線中継回線制御装置及び移

動無線局識別装置が追加 された。

③ 特別第二種電気通信事業者が事業の用に供す る施設に対する事業所

税(新 増設に限る。)が免除された。

④ 工事負担金で取得 した固定資産等の圧縮額 の損金算入制度の対象 と

なる事業に有線テレビジョン放送事業が追加された。

イ62年 度電気通信関連財政投融資

62年度電気通信関連財政投融資については,新 規に民活法関係の電気
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通信高度化基盤施設(以 下 「テ レコムプラザ1と い う。),電 気 通信研究

開発 促進 施設(以 下 「テ レコム ・リサ ーチパー ク」 とい う。)及 びテ レ

ポー トの整備事 業に対 し,そ れぞれ 日本開発銀行等か らの出資及び最優

遇特利に よる融資 が認め られた。

また,CATV関 連で,融 資対 象にCATV番 組供給事業 が追加 さ れ

た。 なお,通 信衛星を利用す るCATV番 組供給事業については最優遇

特利が適用 され るこ ととされ た。 このほか,ビ デオテ ックス事業関連 シ

ステムにつ いて,ソ フ トウェアの購入,開 発費等 の非設備資金 について

も日本 開発銀行等 の融資対象に加え られた。

ウ 地域 におけ る社会資本 としての情報通信基盤 の整備

「日本電信電話株式会社 の株式の売払収入 の活用 に よる社会資本 の整

備 の促進 に関す る特 別措置法」が62年8月 に成立 した。

それに伴い,郵 政 省関係 ではテ レ トピア事業及び民活法施設整備事業

に対 し,日 本 開発 銀行等か らの無利子融資 が認め られ ることとなった。

なお,融 資対象は地方公共 団体 の出資又は拠 出に係 る法人等 とされて

い る。

工 基盤技術研究促進 セ ンターの出融資

基盤技術研究促進 センターは,民 間において行われ る基盤技術 に関す

る試験研究 の促進 に関す る業務を行 うことを 目的 とす る機関 であ り,民

間において行われ る基盤技 術に係 る試験研究に必要 な資金 の出資及び貸

付け等 を行 ってい る。

61年 度 におけ る基盤技術 の試験研究に対す る出資は47件125億 円で,

うち22件25億 円が新 規の採i択案件 であ った。電気通信関係の新規 出資採

択案件は テ レマテ ィー ク ・ライブラ リ ・システ ム,コ ンデ ィシ ョナル ・

ア クセス ・テ ク ノ ロ ジ ー,静 止 プラ ッ トフォーム型通信 ・放送衛星技

術,デ ィジタル動画像通信 システム用高速処理 アーキテ クチ ャの各研究
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開発 のほか,11件 のテ レ トピア推進法人 で計15件,出 資額は12.5億 円 と

報道発表 された(第1-2-1表 参照)。 また,基 盤技 術の試験研 究を

行 う企業等に対す る融資は,90件57億 円で,う ち30件12.5億 円が新 規の

採択案件 であ った。 電気通 信関係 の新規融資案件 は計18件 で,融 資 額は

6.25億 円 と報道発表 された。

第1-2-1表 基盤技術研究促進センターから出資を受けた研究開発会社の例

(単位:百 万円)

テ ー マ 名

テ レ マ テ ィー

ク・ライ ブ ラ リ・

シス テ ムの研 究

開 発

コンァ ィシ ョナ

ル ・ア ク セス ・

テ クノ ロジー の

研 究 開発

静 止 プ ラ ヅ トフ

オー ム型 通 信 ・

度

一
額

年
蜜
α
セ
出

340

120

350

会 社 名

㈱テレマテ ィー

ク国際研究所

㈱ コ ンデ ィシ ョ

ナ ル ・ア クセ ス ・

テ ク ノ ロジ ー研

究 所

㈱宇宙通信基礎

概 要

図書館,出 版社及び利用者をISDN等

のディジタルネ ットワークで接続し,文

字,画 像等多種多様の電子化された情報

を統一的に扱えるライブラリシステムを

構築するため,ネ ッ トワークアーキテク

チャの確立を図るほか,情 報の電子化,

フ7イ ル化等のための各種要素技術につ

いての研究を行 う。

TV信 号等を有線及び無線の伝送路で

伝送する場合に,限 定された受信者のみ

通信可能とし,不 当なアクセスを防止す

ることを目的に,秘 匿性と復元性の優れ

たスクランブル技術,復 元を制御するア

クセス関連情報のセキュリティ技術及び

高信頼性の誤 り制御方式等を含む信号伝

送処理技術の研究開発を行 う。

今世紀末から21世紀初頭にかけて必要

となる静止プラットフォーム型通信 ・放

送衛星のシステム要求解析を行い,そ の



放送衛星技術の

研究開発

ディジタル動画

燥通信システム

用高速処理アー

キテクチャの研

究開発

155

第2節

技術研究所

㈱ グ ラ フ ィ ク

ス ・ コ ミ ュ ニ ケ

ー シ ョ ン 。テ ク

ノ ロ ジ ー ズ
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実現のために必要な,大 型アンテナを用

いた800MHz帯 陸上移動体衛星通信 ミ

ッション,ミ リ波帯パーソナル衛星通信

ミッション及び高品質の22GHz帯 地域

別衛星放送 ミッション等の開発を行 う。

ISDN等 の汎用ディジタルネットワー

クを利用して実用上不自然さを感じさせ

ない動画籐伝送を可能とするため,ベ ク

トル量子化等の画像信号処理技術と特徴

抽出 ・認識技術等の知能処理に基づく画

像処理技術の組合せによる動画像処理ア

ルゴリズムの確立や,こ れをシステムと

して利用するための要素技術の研究を行

う。

(注)資 料編 資料1-18参 照

オ 民活法対象施設 の動 き

民活法 の郵政 省関係対象施設は,当 初 のテ レコム ・リサ ーチパー ク及

びテ レコムプ ラザに,62年6月 の民活法 の改正に よ りテ レポ ー トが追加

された。

これ ら3種 類 の特定施設の整備状況 は以下の とお りである。

(テ レコム ・リサーチパ ー ク)

郵政省は62年7月,(株)国 際電気通信基礎技術研究所(ATRイ ンタ

ーナ シ ョナル)か ら申請があ った整 備計画を,テ レコム ・リサ ーチパー

クの第1号 整備計画 として認定 した。 同計画は,関 西文化学術研究都市

内 の京都府相楽郡精華町に,我 が国の電気通信に関す る基礎的研究の一

大拠点施設を整 備す る ものであ り,総 事業費は約160億 円であ る。

(テ レコムプ ラザ)
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テ レコムプラザについて も,62年10月 に富山市 民プ ラザ等4プ ロジエ

ク トの整備計画を第1次 の整備計画 と して認定 した ところであ る(第1

-2-2表 参照) 。

(テ レポー ト)

テ レポ ー トとは,情 報化,国 際化,都 市化等 に対応す るため,都 市又

は港湾に通信衛星を利用 した高度 な機能 を有 す る電気通信基盤を整備す

る地域開発 プ ロジェ ク トであ り,一 定 の地域 内に衛星通信地球局(パ ラ

ボ ラアンテナ等),電 気通信 中枢 セ ンター,大 規模光 フ ァイバ網等を集

中整 備す る もので ある。

また,こ のテ レポー トと一体的に設置 され るインテ リジ ェン トビルに

ついて も民活法 の対象施設 とな ってい る。

第1-2-2表 テ レコムプラザ認定施設一覧

名 称 所 在 地 業務撮 の内容1 共同利用施設の内容

富山市民プラザ 富山県富山市 データ通信

シ 司一 ル ー ム

フ ォー ラ ム ホ ー ル(ニ ュー メデ

ィア ス タ ジ オ)

ア ト リウ ム(ハ イ ビジ ョ ン シア

タ ー等)

テ レ コム プ ラザ

ヴ ィ ラ

滋賀県甲賀郡水

口町
双方向CATV

シ ョー ノレー ム

衛星 放 送 シ ステ ムル ー ム

こ ど も未 来 ル ー ム

テ レビ会 議 室

(仮称)

高度情報通信拠 山口県山口市 ビデオテ ックス

点施設

ショールーム

放送通信科学館

電気通信技術研修センター

テレビ会i義

熊本テクノプラ ビデオテックス熊本県熊本市

無線呼出しザ

シ ョー ル ー ム

電 気 通 信 研 修 セ ンタ ー

デ ー タ通 信 ・ビデ オ テ ッ クス利

用 施 設
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現在,東 京(東 京湾13号 埋立地),横 浜(み なとみ らい21地 区),大 阪

(大阪南港)等 において,地 元 自治体主導 の もとにテ レポー ト計画 が 進

行 してい るところであ る。

(3)技 術開発の推進

ア 新 しい電気通信 システム

(電子 メール)

電子 メール通信の方式については,62年5月 に,電 気通信技術審議会

か ら,「 効率的な電気通信を確保す るための望 ましい通信方式」 として,

推奨通信方式 の答 申が行われた。答 申の主な内容は,CCITTに おけ る

勧告X.400シ リーズに準拠 した,電 子 メール通信網 の 網 間接続 プロ ト

コル と,パ ソコソ用電子 メール通信 プロ トコルに関す る事項 であ り,今

後の普 及が期待 され る。

なお,推 奨通信方式については,62年9月 に告示 された。

(電子会議 システ ム)

電子会議 システム(テ レコンフ ァレンス システ ム)に つ いては,オ フ

ィスの効率化,経 済化を図 る新 しい通信形態 として,そ の早期実現 が期

待 され ている。 この よ うな状況 の中で,62年4月,郵 政省では,お よそ

10年 後 の電子会議 の利用 イ メージや技術開発課題等 につい て検討を行 う

ために開催 した 「テ レコンファレンスに関す る調査研究会」 におけ る意

見 を取 りまとめた。

これ によれ ば,電 子会議 システ ムの 将来形態 と して,① 電子会議 室

(現在の会議 室の よ うに複数出席者が利用 できるシステム),② 電子会議

ボ ックス(個 人使用 を 前提 と した システム),③ 会議 ステ ーション(ワ

ー クス テーシ ョンを利用 して,各 自の机上で会議 ができるシステム)の

三つ のシステ ムか ら成 る 「電子会議場」 と呼ぼれ る新 しい概念が提案 さ

れ てい る(第1-2-3図 参照)。 また,今 後の技術開発課題 と し て,
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第1-2-3図 電子会議場統合システム

》室議会子電

ス
勲
電

函
FAX

ネ ッ トワーク関連技術,セ キ ュリテ ィ技術,会 議支援技術等 の開発 目標

が提 言 され てい る。

(立体映 像 システ ム)

映像 システ ムの発展形態 として今後 の実用化が期待 され てい る立体映

像 システ ムは,様 々な分野へ の応用が考 え られ る。 電気通信分野 で も,

今後の発展形態やサ ー ビス内容 に大 きなインパ ク トを与 える可能性が あ

ることか ら,62年4月,郵 政省 では,立 体映像 システ ムの実用化 に不可

欠な各種 技術の調査,応 用分野,今 後 の技術課題及 び発展方 向につ いて

検討を行 うために開催 した 「立体映像 システムに関す る調査研究会」 に

おけ る意見 を取 りまとめた。

郵 政省では,今 後,こ の研究会 における意見 を参考 に,立 体映 像 シス

テ ムの研究開発 体制を整 備 し,技 術 開発 を推進 してい くとともに,国 際

共同研究を西独をは じめ とす る欧米 各国に働 きかけてい くことと してい

る。

(ホームバス システ ム)

ホー ムバス システ ム(HBS)の 標準 化に関 しては,61年7月,郵 政 省
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及 び通商産業 省の指導に よ りrEIAJ/電 波技術協会合同HBS規 格委員

会」 が設置 され,統 一規格 の作成が開始 され,62年2月 に標準仕様 が と

りまとめ られ た。

この標準仕様 は基本規格 と応用規格か ら成 り,こ の うち基本規格 につ

いては,端 末 間にお ける機 器の種類 に依存 しない接続条件 を規定 した も

のであ り,バ ス構成上 の物理的 ・電気的条件や,端 末間におけ る情報 チ

ャネル及び制御 チ ャネルの接続条件を定 めてい る。

情報 通信機 器別 の具体的 な利用 に関す る応用規格 につ いては,今 後 の

商品化に伴い追加変更 が予定 され るため暫定規格 と し,今 後,通 信機械

工 業会,日 本電子機 械工業会(EIAJ)等 で継続 して検討す るこ と と な

ってい る。 この標準 化に伴 い,ホ ームバスの実用化が促進 され るもの と

期待 されてい る。

また,電 力線ホ ームバスについ ては,61年7月 に 「電力線搬送通信調

査委員会」 か ら,標 準規格 案に関す る報告書 が提 出 さ れ た。郵政省 で

は,こ の規格案に基 づ き,62年3月,電 波法施行規則の一部 を 改正 し

た。 この改正に よ り,指 定 を受けた型式 の装置 につ いては個別の許可手

続 が不要 とな り,今 後の普 及が促進 され るもの と期待 されてい る。

イ 新 しい放送技術 の開発及 び実用化

最近 のエ レク トロニ クス技術の 目覚 ま しい発 展に よ り,高 度化 ・多様

化す る放送に対す る国民の ニーズに こた え得 る新 しい放送 ニ ューメデ ィ

アの開発が可能にな って きてい る。放送技術 の開発及 び実用化は,行 政

当局 と放送事業者,メ ーカ等が積極的に協力 しなが ら推進 してい くこと

が重要 であ り,こ れ らの放送技術 開発を効率的かつ円滑 に推進す ること

を 目的 として,60年9月 「放送技 術開発協議会(BTA)」 が設立 さ れ,

放 送に関す る技術開発及び実用化 の諸課題に取 り組 んでいる。

(衛星テ レビジ ョン有料方式)
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65年 に打上げ予定 のBS-3は,3チ ャンネルのテ レビジ ョン放送を

行 うものであ り,そ の うち1チ ャンネルは,一 般放送事業者 の使用が予

定 されてい る。 この一般放送事業者 の放送につ いては,収 入源 として,

広告放送 のほかに,有 料放送 を行 うことも検討 され てい る。

衛星テ レビジ ョン有料 方式 に関 しては,61年4月 に,電 気通信技術審

議会におい て,映 像及び音声のス クランブル方式及 び料金情報等 の関連

情報 の仕様に関す る暫 定規格 が定 め られ た。

現在,こ の暫定 規格に基 づいて,BS-2bを 用 いた伝送実験 が実施 さ

れてお り,こ の実験の結 果を踏 まえ,同 審議会 において技 術的条 件が審

議 され ることとな ってい る。

(衛星放送デ ータ伝送)

我が国 の衛星テ レビジ ョン放送 の標準方式 では,音 声に用い られ るデ

ィジタルチ ャンネルの容量 に余裕があ り,音 声以外 の情報 が 伝 送 で き

る。 この余裕部分を他の各種 サ ービスに用 い るためには,各 サ ー ビスに

共通的 な設計思想に よる整合の とれた伝送基 準を設け る必要が あ り,61

年4月 に,電 気通信技術審議会におい て暫 定規格が定め られた。 この暫

定規格 では,デ ータチ ャネルを使用す る場 合 の共通 データ フォーマ ッ ト

等 の共通的伝送規格をは じめ,情 報伝送 の容量,伝 送切替等 の技 術的条

件を定めて いる。 現在,こ の規格に基 づ き,BS-2bを 用 いた伝送実験

が行われてお り,こ の実験 の結果を踏 まえ,62年 度 中に同審議会 か ら答

申が 出され る予定 である。

(高品質 デ ィジタル音声放送)

音響機器 の高品質 デ ィジ タル化 が進 んでい る中で,音 声放送 について

も高 品質 デ ィジタル化が期待 され てい る。一方,技 術的 に も,移 動通信

及 び衛星通信の分野で開発が進 め られ てい るスペ ク トラム拡散 通信技術

等 のデ ィジタル無 線伝送 技術を応用す ることに よ り,高 品 質デ ィジタル
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地上放送 の実現 の可能性が生 じてきてい る。 この よ うな状況の中で,61

年11月 か ら 「高品質デ ィジタル音声放送研究会」 において,高 品質 デ ィ

ジタル音声放送 の開発 の 可能性 について 意見 交換が行われ,62年4月

に,デ ィジタル音声放送に求め られ る品質等に関す る技術 開発の 目標が

定め られた。 引 き続 き,変 調方式 等の基本的諸元や実用化 の技術開発課

題 と研究開発 方策 について意見交換が行われ ている。

(フ ァクシ ミリ放送)

ファクシ ミリ放送 は,放 送電波を利用 して文書,図 形等を伝送す るも

ので,放 送 の特質であ る同報性及び速報 性に,記 録性及び保存性 が加わ

るものであ る。 ファクシ ミリ放送 の方式については,周 波数 の有 効利用

を図 る観点か ら,テ レビジ ョン放送 の音声部分に重畳す る方式について

検討が進 め られ,61年7月 にアナ ログ伝送方式について方式案が まとめ

られた。 しか し,ア ナ ログフ ァクシ ミリ方式は,音 声 多重放送 との両立

性に問題のあ るテ レビジ ョン受信機 がある ことも指摘 され てお り,デ ィ

ジタル伝送方式 につ いて も検討が始め られ ている。63年 初 旬には,デ ィ

ジタル方 式につ いての取 りま とめが行われ る予定 であ る。

(高画質化テ レビ)

高画質化テ レビ(EDTV)は,在 来 の地上テ レビジ ョン 放送 の 受信

機 と両立性を保ちなが ら高画質化を図 るものであ り,そ の開発 が期待 さ

れ ている。現在,放 送技術 開発協議会 では,各 方式案 の比較 検討及 び評

価が行われ てお り,63年 度中を 目途 にEDTVの 方式 につい て取 りまと

めが行われ る予定 であ る。

(中波 ステ レオ放送)

中波 ステ レオ放送については,米 国でそ の全中波放送 局の8%に 相当

す る約400局(61年 現在)で 実施 され ているほか,カ ナ ダ・ メキシコ・

ニ ュー ・ジーラン ド,オ ース トラ リア,南 ア フリカ等の国で実施 されて
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いる。我が国 で も,中 波ス テ レオ放送 の可能性 を検 討す るため,放 送 技

術 開発協議会におい て,① ステ レオ放送方式,② モ ノラル放送 との両立

性,③ ステ レオ化に よるサ ー ビスェ リァの変化等 の技 術的諸 問題 に関す

る野外実験等が実施 されてい る。

(4)ネ ッ トワー ク化の推進

デ ータ通信に代表 され る情報通信 ネ ッ トワー クの活用が企業活動 に不

可欠な もの とな ってい る今 日,ネ ッ トワー ク化 の推進 が重要 な課題 とな

って きてい る。郵政 省では,ネ ッ トワー ク化 の推進に 向け,人 材 の育成,

ネ ッ トワーク間接続 のため のプ ロ トコルの標準化,ネ ッ トワー クの安全

・信頼性対策,ネ ッ トワー クの発展に伴 う番 号体系の在 り方,ISDNの

推進等 の様 々な課題 に対 して検討 を進め てい る。

(ネ ッ トワー ク化 と人材)

ネ ッ トワー ク化 の急速な進展に伴い,ネ ッ トワー ク化に携わ る人材 の

不足が問題 となってお り,ま た,ネ ッ トワー クを取 り巻 く環境や ネ ッ ト

ワー ク化 の目的 も変化 しつつあ ることか ら,こ れ らの人材に対す るニー

ズ も質的に大 きな転換期を迎えてい る。 この よ うな状況 の中 で,郵 政省

では,「 ネ ッ トワー ク化推進会議」 におけ る意見 を取 りまとめた。 その

中で,ネ ットワーク化 と人材 の育成 に関す る内容は,以 下 の とお りであ

る。

利用者 においては,マ ネ ジメン トを中心 とす る総合的 な 能 力 を もつ

「ネ ッ トワー ク ・マネ ジャー」 の育成 が,電 気通信事業者にお いては,

高度化 ・多様化す る 二・一ズに対 応で きる一層専門的な知識 ・技術を有す

る 「ネ ッ トワーク・システ ム・エ ンジニア」 の育成 が求め られ てお り,そ

のためには,多 角 的な政策 の推進 が必要 であ るとしてい る。

(ネ ッ トワー ク間接続)

ネ ッ トワー ク間接続 に 関 しては,郵 政 省は,「 ネ ッ トワー ク化推進会
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議」におけ る意 見を以下 のとお り取 りまとめた。

ネ ッ トワーク間接続 のニーズが強まってい るが,現 在,標 準 とな るプ

ロ トコルがな く,そ の標準化が求 め られ てい る。 また,各 製品が標準 プ

ロ トコルに確実 に適合 してい ることを保証す る必要が あ り,適 合性試験

の実施 がネ ッ トワーク間接 続の実現には必要不可欠 である。 さらに,ネ

ッ トワー ク間接続推進のために,利 用者に対 してプ ロ トコル情報 をは じ

め とす るネ ッ トワーク技術情報を提供 し,利 用者 のネ ッ トワーク構築に

対す る助言を行 うコンサ ルタン ト機関が必要 である。

(安全 ・信頼性対策)

ネ ッ トワークの高度化に伴い,設 備障害 のネ ッ トワーク全体へ の波及

等 ネ ッ トワークが内包す るぜい弱性 が問題 とな ってい る。 また,ネ ッ ト

ワー クへの不法 な進入に よるデー タの盗用,破 壊等 の危険性 も増 してい

る。 この よ うな状況 の中 で,61年6月,電 気 通信技術審議会 よ り,「電

気通信 システムの安全 ・信頼性対策 の在 り方」 につ いて答 申 が 行 わ れ

た。 この答 申では,電 気通信 システムに関す る安全 ・信頼性対策 の基本

的な指針 としてのガイ ドラインが提示 された。

郵政 省では,こ の答 申に基づ き,情 報通信全般にわた る安全 ・信頼性

の推奨基準 と し て,「 情報通信ネ ッ トワー ク安全 ・信頼性基準」 を,ま

た,こ の基準 の うち一定 の対策が実施 され ている情報通信 ネ ッ トワー ク

の登録 制度 を,62年2月 に制定 した。

(番号体系 の在 り方)

電気通信 ネ ッ トワー クの発展 に伴 い,番 号体系 の在 り方について長期

的な視点 か ら検討を進めてい くことが必要 とな っている。郵政省では,

62年7月,電 話系番号の在 り方,デ ータ通信系番号 の在 り方及び電話加

入者等 の利用者 のプライバ シーの保護 と電話番号 の公開方法について,

「電気通信 ネ ッ トワー クの発展 に伴 う番号の在 り方 に関す る研究会」 に
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おけ る意見を中間的に取 りま とめた。

電話系番号 につ いては,地 域系事業者(電 話網 を提供 し,端 末網及 び

必 要に応 じ中継網 を もつ事業者)の ネ ッ トワー クに対す る一般電話番号

は既存体系 とは別 のものと し,番 号容量及びサ ー ビスの独 自性等 が確保

で きる番号拡張方式が望 ま しい とされ ている。

データ通信系番号については,デ ータ網 の円滑 な相互接続 のために,

国際標準 に基 づ い た 番号 計画の策定が必要 であ り,デ ータ網識別符号

(DNIC:DataNetworkIdenti丘cationCode)と それ と続 く3け た のプ

ライベ ー ト網識別符号(PNIC:PrivateNetworkIdentificationCode)

の組 合せに よ り網識 別を行 う番号構成が適当であ るとされて いる。

これ に よれ ば,利 用者 のプライバシーの保護 と電話番号 の公開方法に

関 して,五 十音別電話帳情報は,個 人 情報の保 護の観 点か ら,電 話番号

を確認 す るために 必要 な 情報入手に 不便 を来 さない 程度 の公開に とど

め,職 業別電話帳情報は,他 の事業者に対 して も公開 され,同 等 の条件

で提供 され るこ とが適当であ るとされ てい る。

郵政省では,引 き続 き,ISDN番 号計画へ向けて の課題等につい て検

討を行 うため,同 研 究会 を継続す ることとしてい る。

(ISDNの 推進)

国際標準 に準拠 したISDN導 入 については,63年 を 目途に準備が進め

られ ている。一方,ISDNと これ を基盤 とす るデ ィジタル通 信サ ービス

の本格 的普及 を図るためには,そ の特性 を十分 に生 か した新 世代の通信

端末 の開発や これ らの端末 間の円滑 な相 互通信 の確保 が 必要 で あ り,

62年6月,郵 政省 では,ISDNサ ービス と端末 開発 の在 り方 及びISDN

総合推進対策 の必要性 に関 してrlSDN端 末開発協議会」 におけ る意見

を中間 的に取 りま とめた。

今後,ISDN端 末の普及 率や網 のデ ィジタル化の 目標設定,ISDNの
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整備 ・普及方策等を盛 り込 んだISDN総 合推進対策 の骨子を固め ること

としている。

(5)郵 便の新たな展開

ア 郵 トピア構想の展 開

今 日,地 域 社会では,著 しい社会経済環境 の変化に対応 しつつ,そ の

独 自性 を生か した発展 が期待 され てい る。一方,郵 便事業においては,

利用者 ニーズの変化に伴 い,時 代 の要請に即応 したサ ービス展 開が求め

られ ている。

こ うした ことか ら郵政 省では,活 力あ る快適 な地域社会 の形成 に寄与

しつつ,新 しい時代にふ さわ しい郵便 の実現 を図ってい くため,62年 度

か ら 「郵 トピア構想」 を展 開 している。

「郵 トピア構想」 は,全 国各地に モデル都市 を指定 し,当 該 モデル都

市 にお いて地域社会の発展 に資す るサ ービスや新 しい郵便サ ービスを集

中的かつ先行的に提 供す るものであ り,62年4月,20都 市が指定 され

た(第1-2-4図 参照)。

郵 トピア構 想において提供 され るサ ービスの内容 は,第1-2-5表

の とお りであ る。各郵 トピア構想 モデル都市 におけ る具体 的なサ ー ビス

は,当 該地域 の実状 を踏 まえて,こ の中か ら個別に選択 されてお り,順

次サ ービスが開始 され ている。

イ 郵便制度 の弾 力化

郵便サ ービスの改善 と利用 の増大に資す るため,62年6月,郵 便法等

の改正が行われ た。

(ア)第 一種郵便物及び第二 種郵便 物の料金 の特例範 囲の拡大

従来か ら一定 の条件を満たす第一種郵便物及び第 二種郵便物 につ いて

は,最 高10%の 料金割 引が行われていたが,こ のほか に,62年10月 か

ら,第 一種 郵便物及 び第二種郵便物の うち,商 品 の広告等 のために大量
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第1-2-4図 郵 トピア構想モデル都市

松本市
※金沢地域

松江市 高山市
防府市
ノ久留米市一⊃

墾絶
之 那覇市

小樽市

函館市

〆

※塩竈 ・
日一一一多賀城地域

宇都宮市
武蔵野市

佐倉市

小田原市
沼津市

※印

塩竈 ・多賀城地域一 塩竈市,多 賀城市,七 ケ浜町

金沢地域一 金沢市,野 々市町,内 灘町

松山地域一 松山市,松 前町,砥 部町,重 信町

に差 し出される広告郵便物については,配 達郵便局 ごとの区分差出し,

後回 し処理の承諾等の条件の下に,差 出 しの都度又は1か 月間に差 し出

されたものをまとめて,最 高30%ま での料金割引が行われ ることとされ

た。

(イ)郵 便に関する料金の口座振替制度の実施

従来,後 納郵便料金は,利 用者が郵便局又は日本銀行の歳入代理店等

に出向いて現金又は小切手で納付す ることとされて い た。62年7月 か

ら,そ の納付が確実と認められ るなど一定の場合には,銀 行等の口座振

替又は郵便振替を利用 して納付できることとされた。
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郵 トピア構想モデル都市において提供されるサービス

の内容

サービスの分類 具 体 例

地域社会の発展に資

するサービス

付加価値郵便(VA

M)サ ービス

国際化の進展に対応

するサービス

・モデル都市のふるさと小包の開拓と全国紹介

・モデル都市の風景入り官製葉書の発行

・郵便ガイ ド類によるモデル都市の全国紹介

・各種催物の開催

・窓 ロロビーの提供 等

・配達地域指定郵便

・超特急郵便

・巡回郵便

・区分配達郵便

・贈答品と電子郵便の同時配達

・郵便物作成サービス 等

・海外姉妹都市との国際文通サービス

・海外ふるさと小包の開拓 等

(ウ)代 金引換制度の改善

従来,代 金引換の郵便物は必ず書留(簡 易書留を除 く。)と しな け れ

ぽならないこととされていたが,62年7月 からこれを簡易書留とす るこ

とも,書 留としないこともできるようにされた。

(エ)く じ引番号付き郵便切手の発行

現在,郵 便葉書についてはくじ引番号付 きのものも発行され て い る

が,63年 度から年賀封書等に使用する郵便切手についても,く じ引番号

を付けて発行できることとされた。

(6)放 送政策の新たな展開

ア 民間テ レビジョン放送,FM放 送の拡充

民間テ レビジ ョン放送については,こ れまで全国各地域における受信

機会の平等の実現 と地域間情報格差の是正をめざし拡充が続けられてい

る。現在,周 波数割当計画上は,全 国世帯数の80%以 上の世帯において
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4以 上 の民間 テ レビジ ョン放送 が視聴 可能 となってい る。

郵政 省では,今 後,全 国各地で最低4チ ャンネルの民間 テ レビジ ョン

放送 を視聴 で きるよ う周波数の割当てを行 うこととしている。

一方 ,民 間FM放 送については,県 域 を原 則 として周波 数 の割 当てを

行 い,全 国普及を図 って きた。 その結果,61年 度末現在,41都 道府県 に

つ いて周波数 の割当てを行 ってお り,62年4月1日 に放送 を開始 した青

森地区,同 年10月1日 に放送 を開始 した新潟地区を含め,現 在,25都 道

府県 で放送が実施 され てい る。

また,周 波数 の割当てが行われ ていない6県 につ いて,早 期 に周波数

の割当てが可能 とな るよ う検討 を進め ている。

他 方,郵 政 省では,FM放 送 の普及 とともに,放 送番組 の多様化 につ

いての要望 が特 に大都市 にお いて高 まってい ることか ら,周 波数事情,

経営基盤,放 送需要及び音声放送 の全体的な在 り方等を考慮 しつ つ,差

し向 き,大 都市地域につ いて複数 の民間FM放 送 の受信が可能 とな るよ

う周波数割 当を進め ること とし,60年9月 には,東 京及び大阪 に2チ ャ

ンネル 目の周波数 の割当 てを行 った。

なお,周 波数 は割 り当 て られ ているが,ま だ放送が開始 され ていない

地区 につ いて も,早 期に放送を開始す る ことが できる よ う準備 が進 め ら

れ ている。

イ ハイ ビジ ョンの推進

カラーテ レビに次 ぐ次世代 のテ レビと呼ぼれ るハイ ビジ ョン(高 精細

度 テ レビジ ョン)の 研究が,郵 政省,NHK等 を中心 に進 め られ てい る。

ハ イ ビジ ョンは,従 来 のテ レビに比べ,画 面 の縦横比が3対4か ら9

対16に,走 査線数が525本 か ら1,125本 に,音 声が アナ ログ方式 か らコ

ンパ ク ト・デ ィス ク並み のデ ィジタル方式 となるな ど,広 い画面 で臨場

感 あふれ る鮮 明な映像 と音声が得 られ る ものである。 このため,放 送以
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外に も映 画,印 刷 ・出版,医 療等 応用分野が広 く,視 聴者,産 業界か ら

早期実用 化を望む声が高 まってい る。

(技術開発 の動 向)

ハイ ビジ ョンの技術開発については,CCIRに おいて国際標準化が進

め られ てい る。我が 国にお いて も開発 ・実用化が積極的に推進 されてお

り,61年5月 のCCIR総 会において,日 本,米 国,カ ナダの3国 共同で

提案 したス タジオ規格が,報 告書の中の 「新勧告の提案」 として取 り上

げ られた。

これ らの状況 の中で,将 来におけ るハイ ビジ ョン放送 の 導入 を 考慮

し,そ の国際標準化 に寄与す るため,ス タジオ規格,伝 送方式等 の技術

的条件を定 める ことを 目的に,電 気通信技術審議会において審議 が進め

られてい る。 また,現 在,BS-2bを 用いた技 術開発 のための放送実験

が行われてい る。

今後はBS-2bを 利用 した伝送実験,地 上放送,CATV等 に よる伝

送 システム技 術に関す る調査 ・研究等を実施 し,65年 に打上 げ 予定 の

BS-3やCATVに よる実用放送 開始に 向け,積 極的 な技術開発 が行わ

れ る予定であ る。

ウ スペ ース ・ケーブルネ ッ ト構想の推進

我が国 のCATVは 着実 に成長 を遂げ てい るが,な お,CATV施 設

の大半が テ レビジ ョン放送 の再送信を行 う難視聴対策施設に とどまって

いるのが実状であ る。

CATVは,各 種 の情報サ ー ビスを提供す る新 しい地域 の 情報通信基

盤 として の役割を果 たす ことが期待 されてい る。 また,近 年,大 規模,

多 チ ャソネルでかつ双方 向機能 を有す る,い わ ゆ る都市型CATVの 開

局が相次 ぐとともに,こ れ に触発 され て,CATV向 け の 番組供 給事業

が活発化 し,既 に ビデオ カセ ッ トに よ り供給を行 っている事業者が約20
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社 あるほか,供 給手段 として通信衛星を利用す る事業 計画 もあ る。

この ような背景か ら,郵 政省では61年6月,民 間通信衛星 を利用 した

スペ ース ・ケーブル ネ ッ ト構想を まとめた。本構想 は,通 信衛星 を介 し

て全 国のCATV施 設に各種 の専 門番組 ソフ トを供給す ることを 目指 す

ものである(第1-2-6図 参照)。

第1-2-6図 スペース ・ケーブルネッ ト構想概念図
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本構想の実現に より,全 国のCATVに 多彩で魅力ある番組 ソフ トが

豊富に供給され,情報に対する国民の多様なニーズに こたえるとともに,

地方の活性化 ・情報化の促進,大 都市 と地方 との文化 ・情報格差の是正

が図られ る。また,CATV網 の整備 の 促進,再 送信専用CATV施 設

のグレー ドアップ等が図 られ,地 域における情報基盤の整備及び内需拡
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大 に大 き く貢献す ることとなる。

構想 の実現 に当た っては,既 存 の再送 信専用CATV施 設 の多 チ ャン

ネル化を含めたCATV網 整備の促進,番 組供給体制の確立,不 正視聴

へ の対応,衛 星受信 システ ムの低廉化等,今 後解決 しなけれ ばな らない

課題 も多い。 このため郵政 省では,本 構想推進 のため の具 体的方策につ

いて検討 を行 うため,61年11月 か ら 「スペース ・ケーブルネ ッ ト推進懇

談会」 を開催 してい る。

なお,62年 度にCATV番 組供給事業に対す る財政投融 資制度 が創設

され,同 事業 の実施に必要 な諸設備に対 し,設 備建設金額の40%を 上限

とす る融資が図 られ ることとなった。 これに よ り,番 組供給事業 の一層

の発展 と本構想の円滑な実現が促進 され るもの と期待 され る。

エCRC(ク リーン ・レセプシ ョン ・シテ ィ)構 想 の推進

中高層建造物の 増加 による都市 の 高層化に伴い,大 都市圏において

は,い わゆ る都市受信障害 が多発 してお り,61年 度末 の受信障害世帯数

は約67万 世帯 と推定 され ている。

都市におけ る受信環境 は,受 信障害の複合化及び 広域化,既 存CAT

V施 設の老朽化,都 市型CATV出 現へ の対 応等新 たな状況を迎えてい

る。 これ らに適切に対応す るため にCATV施 設 の大規模化 ・高度化等

や建築物への対策 を総合 した受信環境の広域 的整備 の必要性が高 まって

い る。

郵政省 では,こ の よ うな新た な状況に適切 に対応す るため,61年10月

か ら 「都市受信改善促進調査研究会」 を開催 した。 同調査研究会 におい

て,62年3月,受 信環境 の広域的整備の在 り方 としてCRC構i想 が提起

された。

()RC構 想 では,① 多チ ャンネル需要に対応 可能 な チ ャンネル容量 を

有す る高度CATV網 の広域的 な敷設及び②新築 され る高層建築物 に対
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す る反射障害 の防止 ・抑制対策の実施,を 基本理念 と して いる。

同構想 では,受 信障害地域 の中か らモデル地域を選定 し,そ のモアル

地域 を中心 に,受 信環境 の広域 的整 備のための方策 の導入 と,モ デル地

域 におけ る地域CRC推 進協議会(仮 称)の 設置が提言 され ている。

同構想 は,受 信障害解消 のための建築主 の費用負担 の増大 を抑 制す る

とともに,住 民 の多 チ ャンネル ニーズに こた え得 る ものであ り,内 需拡

大 に も資す る ことか ら,郵 政省では これ を受 けて,今 後,具 体 的な検討

を進め てい くことと してい る。

(7)宇 宙通信に関す る主な動 き

(H-1ロ ケ ッ ト試験機1号 機 の打上 げ)

H-1ロ ケ ッ トは,60年 代前半 の大型衛星 の打上 げに対処す るととも

に,将 来 の技術基盤確立 のために開発 さ れ た ロケ ッ トであ り,重 量約

550kgの 静止衛星 を打 ち上 げる能力を有す る3段 式 冒ケ ッ トであ る。

このH-1ロ ケ ッ ト(2段 式)試 験機1号 機が,61年8月13日,種 子

島宇宙セ ンターか ら打ち上 げ られ た。 この打上 げに よ り,H-1ロ ケッ

ト(2段 式)の 飛 行性能 が確i認され る とともに,測 地実験 衛星及 びアマ

チ ュア衛星の複数 衛星の打上 げに関 して も計画 どお りに実施 され,当 初

の 目的は達成 され た。なお,ア マチ ュア衛 星は 「ふ じ」 と命名 され,我

が国初 のアマチ 凶ア衛 星 とな ってい る。

(技術試 験衛星V型 の打上 げ)

H-1ロ ケ ッ ト(3段 式)試 験機 の飛行性能を確認す る とともに,次

期実用衛星開発 に必要な 自主技 術の蓄 積及び衛星を用 いた移動体通信実

験を行 うこと等を 目的に,技 術試験衛星V型(ETS-V)が,62年8月

27日,種 子島宇宙セ ンターか ら打ち上 げ られ た。

この打上げに よ り,H-1ロ ケ ッ ト(3段 式)の 飛行性能が確 認 され

る とともに,次 期実用衛星開発に必要な 自主 技術の蓄積 が得 られ,第 二
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世代 の実用衛星 であ る通信衛星3号(CS-3)及 びBS-3の,静 止軌道

へ の打上げが大 き く進展す る こととなった。

また,技 術試験衛 星V型(ETS-V)を 用 いて,航 空機 の太平 洋域 の

洋上管制及び船舶の通信 ・航行援助等の移動体通信実験が予定 され てい

る(第1-2-7図 参照)。

第1-2-7図 移動体通信実験システム図
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なお,技 術試験衛 星VI型(ETS-VI)に つ いて は,H-■ ロケッ トに

よ り67年度 に打ち上 げ ることを 目標に,開 発 が行われ る こと とな った。

(通信衛星及び放送衛星 の開発 ・利用の推進)

衛星通信 は,耐 災害性,同 報性,広 帯域性,多 元接続性等の多 くの優

れた特性を有 してお り,全 国 レベルの広 い地域 とともに,都 道府県 レベ

ルの比較的狭い地域 にお いて も,こ れ らの特性 を生か した利用 の拡大が

期待 されてい る。
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このため,衛 星通 信利用 の促進 を図る ことを 目的 として,衛 星利用 パ

イ ロッ ト計画 にお いて,CS-2を 利用 した衛星通信 に関す る運用実験が

進め られ ている。 また,都 道府県 レベル の地域 の情報通 信 シス テムを対

象 とした,衛 星利用 ローカル ・ネ ッ トワーク ・モデルにつ い て は,「 衛

星利用 ローカル ・ネ ッ トワーク研究会」 にお いて調査研究が行われ,62

年2月 に報告書 が提 出された(第1-2-8図)。

同報告書 では,地 域におけ る情報通信 シス テムの高度化や,利 便性 の

向上 のために,衛 星通信 の利用は有効であ り,経 済性等の課題 の解決に

努め る必要があ るとの評価 が行われ る とともに,衛 星利用 ローカル ・ネ

第1-2-8図 衛星利用ローカル ・ネットワーク・モデル例
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ヅ トワー クの普及促進,デ ータベース構築 の推進,衛 星通信 に関す る利

用環境 の整備等が提言 されてい る。

郵政省では,同 報 告書 を基 に,そ の具体化に向けて検討 を 進 め て い

る。

通信衛星については,CS-2の 後継衛星 として,第 二世代の実用衛星

であ るCS-3を,62年 度及び63年 度 に打 ち上 げるこ とを 目標 に,開 発

が進 め られ てい るほか,民 間において も二社 の衛星通信事業者 が,米 国

製の通信衛 星を購入 してサ ー ビスを開始 す ることを 目標に準備を進 めて

い る。

一方 ,放 送 衛星については,BS-2の 後継衛星 であるBS-3を,65年

度及 び66年 度 に打ち上げ ることを 目標 に,開 発が進 め られ ている。

(8)電 波利用の促進 と電波環境対策

ア 電波利用 の促進

(伸びる電波利用)

現在,電 波 は,社 会生活及び経済活動 の様 々な分 野で多種多様に利用

されてお り,日 常生活 に必要不可欠な ものとな ってい る。25年 の電波法

制定当時 にはわずか5千 局程度 であった無線 局の数 も,61年 度末 で は

400万 局に 達 してお り,電 波利用に対 す るニーズは,量 的 のみな らず質

的に も拡大 しつつあ る。特に 自動車電話や無線 呼出 し,パ ーソナル無線

とい った移動通信 の分野におけ る電波 利用 ニーズの伸びが著 しい。

郵政省 では,電 波利用 を促進 す るため,新 規参入電気通信事業者 の無

線局 の免許,自 営通信におけ る電波利用 の拡大,電 波法の外 国性排除に

関す る制限の緩和,無 線 局の免許手続 きの簡素化,新 しい電波利用 シス

テムの開発 ・導入,周 波数資源 の開発等 の様 々な施策 を推進 して きてい

る。

(周波数資源の開発)
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電波 の有効利用 を図 るための周波数 資源の開発について は,既 利用周

波数 帯 の再開発 として,準 マイ クロ波 帯(1～3GHz)に おけ る陸上移

動通信 シス テム及 び周波数高密度利用技術 の開発を行 ってい る。 また,

未利用周波数帯 の開発 と して,ミ リ波を利用 し計測等 を行 うための ミリ

波セ ンシングシス テム及び光領域周波数帯 の開発 を行 ってい る。

一方
,不 法無線局に よるテ レビ等 の放送 の受信障 害や,警 察,航 空等

の重要無線に対す る混信妨害に対処す るた め,電 波 監視の機動力 の強化

な ど,電 波監視機能 の整備,拡 充 を進 めてい る。

(新 しい電波利用 システ ムの導入)

郵 政省では,需 要 の増加 が著 しい移動 通信分野を中心に,東 京湾 マ リ

ネ ッ ト計画,新 測位 システ ム,テ レター ミナル シス テム,新 陸上移動無

線電話 システ ム(コ ソ ビニエ ンス ・ラジオ ・フォン)等 の新 しい システ

ムの導入について,制 度 的,技 術的側面か らの検討を進 めてい る。

新測位 シス テムに関 しては,航 空機 の運 行,海 底資源 の探査,完 全無

人化船 の運行等に必要 とされ る精度及び信頼性 の高 い新 しい測位 システ

ムにつ いて検討が進め られ てい る。

テ レター ミタルシステムは,外 動 のセールスマ ン,車 両等 の移動設備

等 と各ユ ーザのオ フィスや センター コン ピ凸一タとの間 でデ ータ伝送を

簡 単,低 廉 に行 うことを 目的 とす る無線通信利用 の双方 向のデ ータ通信

システ ムであ る。現 在,実 用化 のための実証 実験 が行われて いる。

新陸上移動無線電話 シス テムは,自 動 車等移動体か ら一般加入電話へ

の通信を,複 雑な制御 を行わない簡易な システム とす る ことに よ り,安

価 で簡便に行え るものであ る。62年3月 に 「新陸上移動無線 電話 システ

ム研究会」か ら報告が出 され,こ の結果に基づ き具体 化のための検 討を

進 めている。

(電波法 の一部改正)
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電波利用 の促進 を図 るため,62年6月,電 波法の一部改正が 行 わ れ

た。改正 の主な内容は次 の3項 目であ る。

① 無線局 の免許手続 きの簡素合理化を図 るため,空 中線電力の小 さい

コ・一ドレス電話等 の無線局につ いて,技 術基準 への適合性等 が確保 さ

れ ている場合は免許が不要 とされた。 また,パ ー ソナル無線 の免許 の

有 効期 間が5年 か ら10年 に延長 された。

② 不法無線局対策 を充実す るために,指 定 された空 中線電力 の範 囲を

超え るハイパ ワーの無線局を運用 した場合 に罰則が課 され ることとさ

れた。 また,不 法無線設備 の製造事業者及 び販売事業者 に対 し,郵 政

大臣は,通 商産業大臣の同意 を得て,そ の設備 の販売中止や回収等 の

勧告が可能 とされた。

③ 無線局 の開設等に必要な照会 ・相談に応ず る電波有効利用促進セ ン

ターを指定す る ことが可能 とされた。

この結果,今 後,電 波利用者 の利便 の向上 と電波 の有効利用が一層促

進 され ることが期待 され る。

イ 電波環境対策

近年,各 種 無線機,電 子機器が広範に利用 され,こ れ らの機器か ら発

生す る不要電波(注6)に よって産業用 ロボ ヅ ト等 の機能に対す る障害等が

発生 し,社 会 的に大 きな問題 とな ってい る。 また,携 帯用電動工具,家

庭用電気機器等か ら発生す る妨害電波及び妨害高周波電流に よる受信障

害に対す る問題が起 きてい る。 さ らに,電 波利用施設の周辺におけ る電

磁波 が,人 体 に影響 を与え る可能性 がある ことも指 摘 され ている。 これ

らの諸 問題 につ いて,電 波環境対策 の立場か ら各方面 で検討 が行われて

い る。

(不要電波 対策)

不要電波問題につ いては,62年5月,「 不要電波問題懇 談会」 におけ
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る意見を郵政省で,「不要電波問題に 関する 調査研究報告書」 として取

りまとめた。同報告書では,不 要電波による障害事例の収集及び現状の

制度に関す る調査結果 とその対策に関する提言を行っている。提言の主

な内容は,① 総合的な電磁環境の整備,② 電磁環境を一元的に取 り扱 う

機関を中心 とした体制の整備,③ 基準の整備の必要性及び基準の実施体

制としては,法 令に基づいて民間を主体 とした実施体制が望ましいこと

などである。

郵政省では,本 報告書を基に,不 要電波に よる障害防止のための具体

的な対策について検討を進めてい くこととしている。

(妨害電波等による受信障害対策)

妨害電波及び妨害高周波電流による受信障害の問題については,電 気

通信技術審議会から 「情報処理装置及び電子事務用機i器から発生する妨

害波の許容値及び測定法」等の答申が提出されているが,さ らに,61年

9月,「 妨害電波及び妨害高周波電流による受信障害防止に必要 な 技術

的諸問題」について答申が提出された。この答申の内容は,国 際無線障

害特別委員会の国際規格に準拠 した国内規格を示 した ものであ り,ラ ジ

オ及びテ レビジ ョン受信機からの妨害波の許容値及 び そ の 測定法の規

格,家 庭用電気機器,携 帯用電動工具及び類似電気器具か らの妨害波の

許容値及びその測定法の規格が具体的に示されている。なお,対 象とな

る機器の適用範囲についても示 されている。

(電磁波の人体への影響)

郵政省では,電 磁波の人体に及ぼす影響に関して,61年12月 か ら 「電

波利用施設の周辺における電磁環境に関する研究会」を開催して,電 磁

波の人体への影響の研究,我 が国の電磁環境の現状及び海外における安

全基準に関す る動向について調査研究を進めた。

電磁波の照射が人体に与える影響 としては,熱 効果(体 内温度の上昇)
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と非熱 効果(電 流による刺激作用等)が 知 られてい るが,具 体的に個 々

人に与え る影響 は,ま だ解 明されてお らず,ま た,人 体 に照射 されてい

る電磁 波の正確iな値 を測定す る方法 も未解決 となってい る。

電波利用 施設の周辺 におけ る電磁界 の実態については,今 回の調査結

果 よ り,一 般 市民が近づ き得 る場 所で,著 しく高い値 の電磁界は測定 さ

れなか った。 しか し,電 波利用施設 は,周 波数,電 力,運 用時間,通 信

方法等が多種 多様 である ことか ら,よ り詳細 な実態を把握す るために,

今後 も実態調査 を継読す ることが必要 となってい る。

諸外国においては,米 国,ソ 連,西 独,カ ナ ダ,オ ース トラ リア,ポ

ーラン ド等 で,独 自の安全基準が設け られ てお り,我 が国において も安

全基準の早期 設定 が必要 となってい る。

今後の課題 としては,安 全基準 の策定 に向け ての検討 とともに,そ の

基準の遵守を図 るための体制 の整 備,総 合研究体制の整備,電 磁環境 の

実態調査の継続的実施等が挙げ られている。

(9)通 信 に関する国際分野の動 き

ア 通信に関す る国際協議

(ア)国 際衛星通信分野へ の非 イ ンテルサ ッ トシステ ムの参入

国際通信需 要の急速 な拡大 とそ の高度化 ・多様化を求める経済界 の声

を背景に,イ ンテルサ ッ トシステ ムとは別個 の大陸間衛星通信 システ ム

を設置 しよ うとする動 きが米国に でて きた。

米国連邦通信委員会 は,60年7月 か ら62年1月 にかけて大陸間衛星通

信 システ ム設 置許可 申請事業者8社 に対 して,公 衆網にア クセス しない

サ ービスである こと及 び外国 の通信主管庁 がシステムの利用 を承認 し,

さ らに,締 約国である米国 と ともにイ ンテルサ ッ ト恒久協定 に基づ く調

整手続を踏む ことな どを条件 と して許可 を与 えた。

61年4月 に,許 可申請事業者の1社 であるパ ンナ ムサ ッ ト社がペルー
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政府の承認 を受け,5月 に米国 とともにイ ンテルサ ットと調整 手続 に入

った。同年12月 の理事会において米国一 ペルー間通信用 の5個 の トラ ン

スポ ンダにつ いてイ ンテルサ ッ トシステ ムと技術的 に両立 し,か つ,イ

ンテルサ ッ トシステムに著 しい経 済的損害 を与 えない との判 断 が な さ

れ,翌 年4月 の臨時締約国総会において承認 され た。 これ が初の非 イ ン

テルサ ッ ト系大陸間衛星通信 システ ムである。

我 が国 としては,イ ンテルサ ットシステ ムが国際社会 に果 た してい る

役 割を評価 し,今 後 ともこれを支持す る。 しか し,国 際衛 星通信サ ービ

スの よ り一層 の向上 を図 るためには,国 際衛 星通信分野 に競争 原理を導

入す る ことが有効であ り,イ ンテルサ ッ トシステ ムに著 しい経 済的損害

を与 えない限 りにおいて,イ ンテルサ ッ トシステム以外 の別個の システ

ムを認め,両 者の共栄 を図る よ う努 めるべ きである と考えてい る。

(イ)二 国間定期協議

二国間定期協議 は,情 報通信 の社会的重要性 の増大,社 会 ・経 済 の国

際化 の進展に伴 って,従 来 の国際機関 の場 における多国間調 整 のみ では

十 分な成果 が望めない問題や,二 国 間特有 の課題 が生起 して きた ことに

よ り,そ の開催の必要性が相互 に認識 され,実 施 され てい る も の で あ

る。 この よ うな定期協議 の場 におけ る意見交換,情 報交換 は,相 互 の政

策立案 に資す るだけ でな く,二 国間 の相互理解,協 力関係の増進 に も大

きな役 割を果 た している。

郵政省 は現在,電 気通信関係 では米国,英 国,西 独,カ ナ ダの各国の

電気通信主管庁 との間 で,二 国間定期政策協議 を実施 してお り,そ のほ

か に フランス及 びEC(欧 州共 同体)と の間で も開催 につ いての 合意が

なされ ている。郵便 関係 では米国及 び大韓民 国の郵便主管庁 との間で二

国間定期郵便会議 が開催 され ている。

(電気通信定 期協議)
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61年度に開催 された電気通信関係の二国間定期政策協議は,日 加電気

通信定期協議第2回 会合,日 米電気通信定期協議第2回 会合及び日英電

気通信定期協議第4回 会合である。

日加電気通信定期協議第2回 会合は,61年6月 にバンクーバーで開催

され,両 国の最近の電気通信の動向,両 国の協力体制(HDTV,EDTV,

端末機器の基準認証,自 動翻訳電話システム,新 しい無線サービス及び

R&D一 般政策)等 について協議が行われた。

日米電気通信定期協議第2回 会合は,61年6月 に ワシントンで開催 さ

れ,両 国の最近の電気通信の動向,両 国の協力体制(無 線機器の型式検

定,新 しい電波利用,HDTV,EDTV及 び 自動翻訳電話システム)等

について協議が行われた。

日英電気通信定期協議第4回 会合は,62年3月 に東京で開催され,両

国の電気通信技術開発政策(新 電気通信技術,新 無線サービス及び放送

ニューメデ ィア),両 国の電気通信政策,国 際機関(ITU,OECD及 び

インテルサ ット)へ の対応等について協議が行われた。

(定期郵便会議)

61年度には,第2回 日韓定期郵便会議が12月に東京で開催された。

同会議では,郵 便事業運営上の基本的な問題,郵 便交換上の問題点等

に関 し協議が行われ,特 に郵便事業における競争と営業活動について活

発な意見交換及び情報交換が行われた。

イ 国際協力推進体制の整備

(開発途上国に対する電気通信分野の国際協力)

郵政省では,62年5月,「 開発途上国に対する電気通信分野の 国際協

力に関する研究会」における意見を取 りまとめた。

その内容は,① 電気通信分野を国際協力の重要な分野 として位置付け

て,積 極的な取組を行 う,② 協力の推進に当たっては電気通信の特質を
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踏 まえた展開に留意す る,③ 政府,民 間一体 とな った国際協力推進 体制

を整備す る,④ 電気通信 ミッシ ョンの派遣,⑤ 電気通信 コソサ ルタ ン ト

の強化,⑥ 電気 通信関係 の人材養成施設 の設置,等 である。

(国際機 関におけ る国際協力)

電気通信 開発 セ ンターは,ITUの 下 に開発 途上 国に対す る電気通信分

野 の技術協 力を提供す る仕組み を強化 す ることを 目的 として設立 された

ものであ るが,61年9月,そ の活動を開始 した。61年 度,我 が国の民間

企業か ら,各 国の中で最大 の20万 ドルの拠 出があ った。

また,61年11月,第10回APT管 理委員会が タイのバ ンコクにおいて

開催 され,域 内に おけ る電気通信 の開発促進方策等 の具体 化について討

議 が行われ た。

(セ ミナーの開催)

開発途上国のルー ラル地域(農 村部)へ の電気 通信 の導入に対す る関

心が高 まってい る中,61年11月,ア ジア5か 国(ビ ルマ,イ ン ドネ シア,

パ キスタ ン,ス リ・ラ ンカ及び タイ)の 電気通信主管庁及 び運営体 の電

気 通信 網整備 の責任者 を招 き,「 開発途上国 におけ る ル ーラル電気通信

網整 備に関す るセ ミナー」が開催 された。 ここでは,59年3月 か ら2年

間にわ た って郵政省 が行 った 「開発途上 国向け ル ーラル電気 通信 システ

ムに関す る研 究会」 の研究成果 を紹介す る とともに,参 加国 のルーラル

電気通信 ニーズを よ り一層 的確iに把握 し,我 が国 の この分野 の協 力を計

画的かつ効果的に実施す るため,経 済 的側面及び技術的側面 につ いて詳

細 な意見交換及び情報交換が行われた。

また,61年12月,中 南米6か 国(メ キ シ コ,パ ナ マ,ホ ンジ ュラス,

グァテマ ラ.ペ ルー及び エ クア ドル)の 電気通信技術者養成 の責任 者を

招 き,「 中南米諸 国の技術者養成 の在 り方 に関す るセ ミナ ー」 が 開催 さ

れた。 ここでは,中 南米諸 国におけ る電気 通信 普及のために不可欠な技
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術者養成 の在 り方 につ いて,意 見交換 が行われた。

(中国に対 す る国際協 力)

中国は,通 信分野 におけ る国際協力の最重点国 の一つ と位置付け られ

てきたが,61年 度においては,「 北京郵電訓練 セ ンタ・一」 に対す る 技術

協 力が9月 か ら本格的に開始 され,10月,開 所式が行われた。61年 度か

ら5年 間にわた り.専 門家派遣,研 修員受入れ,器 材供与等が行われ る

予定 である。

民 間ベース で も,従 来 よ りNTTに お いて使用計 画の終 了 した クロス

バ交換機 の実費 による譲渡が行われ ていたが,61年 度 には,さ らに,K

DDに おいて使用計画 の終 了 したテ レックス加入者端末機 につい て同様

の譲渡が行われた。 また,静 止画放送の実験 に関 して,NHKの 協力が

行われ た。

(新 しい分野 での国際協力)

近年,開 発途上国か らは,新 しい分野 の協力の要 請が増大す る傾向に

あ る。

開発 調査 につ いては,開 発戦略 の策定及び具体的開発 プ ロジ ェク トの

提案を行 う長期 開発計画 の策定に係 る要 請が増 えて きてお り,我 が国の

計画作成 に対す る評価は高い。

デ ータ通信,デ ィジタル交換,光 通信,ソ フ トウェア等 の高度技術分

野については,技 術先進国 であ る我が国へ の期待が大 き く,61年 度 に

は,中 国,シ ンガポール,マ レイ シア等 に これ らの分野の専 門家派遣が

行われ た。

2充 実する郵便サービス

(1)郵 便ネ ッ トワークの充実 ・強化

ア 輸送ネ ットワー クの強化
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郵便物の送 達速度 を向上 させ,効 率的 な輸送 を図 るため,61年10月,

鉄道 郵便車に よる輸送 を全廃 し,自 動車,航 空機等に よる輸送へ全面的

に切 り替えた。 これ に よ り,全 種別 の郵便物について翌 目配達地域 が拡

大 され たほか,翌 日配達が 困難 な場合で も,一 部離島を除 き,全 国的に

翌 々 日配達 が可能 となった。今後は,こ の輸送 ネ ットワークを基本 と し

て,さ らに翌 日配達地域 の拡大 を検討 している。

また,郵 便物の破損防止 や効率 的輸送 のため のパ レッ ト等 の輸送 容器

の導入等 も推進 している。

イ 超特急郵便サ ー ビスの取扱地域 の拡大 ・充実

東京23区 内及び大阪市 でス ター トした超 特急郵 便サ ー ビスに つ い て

は,利 用者 の強い ニーズに こたえ,61年11月 か らは大 阪市に隣接す る11

市に取扱地域を拡大 した。

さらに,62年10月 か ら名古屋市 で もサー ビスを開始 した。

ウ 窓 ロサ ービス機関 の拡大

地域 にお ける コ ミ凸ニテ ィの拠点 で もある郵政窓 口機関 につ いては,

61年 度 には無集配特定局88局,簡 易郵便局50局 が新た に設置 され た。

また,61年3月 か ら,駅,百 貨店,ス ーパ ーマ ーケ ッ ト等郵便需要 の

高い場所に郵便切手 ・はが き発 売機 の設置が進め られ てお り,そ の設置

箇所 は,62年9月 末現在37か 所 である。

(2)ニ ーズにこたえる小包郵 便サービス

ア ふる さと小包 の増大

ふ るさと小包 は,全 国各地 の名産品 ・特産 品を郵 便局が地元団体,農

協,漁 協,生 産業者等 とタイア ップ して,全 国の利用者へ届 け ることに

よ り,地 域 の産業振興に寄与す る とともに,小 包郵便 の需要拡大 を図る

ものである。

このシステムは,全 国 の郵便局 の窓 口に全国各地 の特産品,名 産品等



500

400

ooヨ

取

扱

物

数

万
個

200

100

0

第1-2-9図

第2節 通信政策及び通信サービス ー93一
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を紹介 した カタログを配備 し,利 用者は,郵 便振替 で希望商品を 申 し込

む と,小 包郵 便で届 け られ る ものであ る。

58年5月 に取扱 いを始め て以来順調な伸 びを続け,61年 度 は421万 個

とな った(第1-2-9図 参照)。

イ 小包郵便物 の料金減額率の改善

61年10月 か ら,多 数の小包郵 便物 を差 し出す場合,差 出人が,そ の送

達につ いて後回 し処理を承諾 した ときは,従 来の料 金減額率に さらに5

%を 加算 した率に よ り減 額で きる こととされ た。

ウ 小包郵便物の集荷サ ービスの充実 ・強化

60年11月 か ら全国的に実施 され てい る小包郵便物 の集荷サ ービスにつ

いては,62年10月 には,全 集配普通局において,集 荷便を地域 の実状 に
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応 じて,午 前1便,午 後2便 程度設定す るな どそ の強化,充 実が行われ

てい る。

工 小包郵便物の取次 ぎ箇所 の拡大

59年7月 か ら郵便切手類 販売所 において も小包郵便物 の取次 ぎが行わ

れ る ようにな ったが,さ らに,61年6月 か ら,郵 便切手類販売所 以外で

も利用上便利 であ って,新 規需要 開拓上効果的 な場所 で取 次 ぎが行われ

てい る。

62年9月 末現在,郵 便切手類 販売所 のほか,ス ーパ ーマ ーケ ッ ト,旅

館,ガ ソリンス タン ド,プ ロパ ンガス販売店 等全国約7万 か所 において

取次 ぎサ ー ビスが実施 されている。

なお,61年7月 か ら,郵 便切 手類販 売所 において,郵 便小包 用包装用

品(ゆ うパ ック)の 販売 も開始 された。

オ 取扱注意小包

61年10月 か ら,生 鮮魚介類等 のな まもの小包 につい て,特 に迅速 な処

理を行 うとともに,局 内保管用 と して集配普通局全局及び一部 の集配特

定局に冷蔵 庫が配備 され た。

(3)多 様 化す る郵 便サー ビス

ア 春のお よろ こび郵便葉書(さ くらめ 一る)の 発行

お年玉付郵便葉 書,く じ付暑中見舞 い葉書(か もめ 一る)に 続 いて,

62年2月,「 さ くらめ 一る」 が5,000万 枚発行 された。

「さ くらめ 一る」は,入 学,就 職,進 学等 の慶事 の便 り と し て,ま

た,ダ イ レク トメール用 と して好評を博 した ので,4,000万 枚 の追加発

行が行われた。

イ 配達 地域 指定郵便の実施

あて名の記載を省略 した郵便物を一定地域 内 の全世帯等に くまな く配

達 してほ しい とい うニーズに こた えるため,62年5月,郵 トピア構想 モ
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デル都市 の配達事務を受け持 つ郵便局において,一 定 の条件を満たす郵

便物 につ いて配達地域指定 郵便サ ー ビスが開始 され た。

ウ 即 日配達郵便 の実施

郵便 物を差 し出 した当 日中に配達 してほ しい とい うス ピー ド志向の ニ

ーズに こたえるため ,62年11月,東 京都区内,大 阪市 内及 び名古屋市内

の相互 間並び に博多局及び札幌中央局か ら東京都区内あての郵便物を差

出当 日に配達す る即 日配達郵便サ ービスが開始 された。

工 区分配達サ ー ビスの実施

毎 日の受取郵便物が多い事業所等 におい て,郵 便物を各 セ クシ ョンご

とに細 区分 の うえ配達 してほ しい とい うニーズにこたえるため,62年7

月,郵 トピア構想 モデル都市 の配達事務 を受け持つ郵便局において区分

配達サ ービスが開始 された。

オ 巡回郵 便サー ビスの実施

事業所等の本社 ・本局 と支社 ・支局間を定期的に巡回 しなが ら書類等

を引き受け,配 達す るサ ー ビスを実施 してほ しい とい う二・一ズに こたえ

るため,62年4月,全 国の配達事務を受け持つ郵便局において巡回郵便

サ ー ビスが開始 され た。

カ コ ンピュータ郵便サ ー ビス の改善

60年6月,東 京 の 日本橋郵便局及び大 阪中央郵便局 で開始 され た コン

ピュータ郵便サ ービスにつ いては,61年7月 には,郵 便物 のあて先等 の

デ ータを記録す る入力媒体 として,磁 気 テープのほか にフ レキ シブルデ

ィス クも利用 できることとされ た。 また,62年4月 か らは,通 信文用紙

について,A4判 のほかに,A3判,B4判 等 も利用 で きる こととな っ

た。

コン ビ晶一タ郵便 の利用は,60年 度が41万 通,61年 度 が265万 通 であ

った。
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キ 不在留置郵便物の交付方法の改善

61年10月 から,受 取人が不在のため配達できなかった郵便物につ い

て,配 達局の配達受持区域内に所在する郵便局の中で,受 取人の指定す

る最寄 りの郵便局の窓 口でも交付できることとなった。

ク 官製絵入葉書の発行

官製絵入葉書は,各 地の代表的な風景等を官製葉書の裏面にあしらっ

たもので,地 域の観光振興にも寄与 しているもの で あ る。61年 度は,

338種 類約2,800万 枚が発行された。

(4)充 実する外国郵便サービス

国際化の進展に伴 う競争の激化,利 用者のニーズの多様化等に対応す

るため,以 下のような外国郵便サービスの拡充が図られた。

ア 海外ふるさと小包の充実

ふるさと小包の海外版である 「海外ふるさと小包」が,61年10月 か ら,

46品 目について,25か 国を対象に開始された。62年4月 には,取 扱品目

が100品 目に増えるとともに,取 扱対象国 も34か国に拡大された。

イ 国際 ビジネス郵便の改善

国際 ビジネス郵便については,従 来,取 扱品 目に制約があったが,62

年4月 か ら,こ の制約を撤廃するとともに,大 きさ及 び 重量制限 の緩

和,大 口利用者に対する割引等の改善が行われた。

ウ 国際電子郵便の拡大

61年10月 か ら国際電子郵便の取扱郵便局が普通局及び集配特定局全局

に拡大された。また,62年4月 か ら,あ て名記載部分 と通信文記載部分

とを一枚に統合 した専用の用紙を使用す る料金が割安の「ミニインテル」

の取扱いも開始された。

工 航空通常郵便物の料金値下げ

外国郵便料金は,56年 以降据え置かれてきたが,円 高の影響により,
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外国発 の ものに比べ て割高感が生 じるよ うにな った た め,62年4月 か

ら,航 空通常 郵便物 につい て平均10%の 料金値下げが行われた。

(5)積 極的 な営業活動の展開

(営業活動の推進)

郵便 の需要拡大 を図るためには,利 用者 ニーズにあ った商品開発,サ

ー ビス改善 とともに
,積 極的な営業活動 の展開が必要 である。営業基盤

の整備 を図 るため,62年9月 末現在全国主要局55局 に郵便営業企画課 又

は郵便営業セ ンターが設置 されてい る。

また,利 用 者の ニーズ,要 望を聴 くた め,「 ポス タル フォー ラム(郵

便利用者 の意見を聴 く会)」 が各地で開催 され てい る。

郵便 の宣伝 活動 については,テ レビ,ラ ジォ,CATV,新 聞,ポ ス タ

ー,パ ンフ レッ ト等 に よる宣伝 のほか ,あ らゆる機会を とらえての 「一

声運動」やパ ブ リシテ ィ活動等効果的な活動 が行われてい る。

(手紙文化普及の推進)

郵政 省の文化的貢献の施策 として,毎 月23日 を 「ふみ の日」 と定め,

手紙を書 くことの価値 を見直す運動が全国的に展 開され てい るが,郵 便

友の会 の育成強化,各 地 での手紙作文教室,郵 便,切 手教室の開催等,

手紙文化普及に関す る取組 も行われ てい る。

3飛 躍する電気通信サービス

(1)国 内電気通信事業への新規参入状況

ア 第一種電気通信事業への参入

国内第一種電気通信事業分野 におけ る新規参入事業者は,62年9月30

日現在,60年 度 に許可を受けた5社 を加 え,24社 である(第1-2-10

表参照)。

(専用,電 話サ ー ビスの開始)
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第1-2-10表 新 規参入第一種電気通信事業者の概要

(62年9月30日 現 在)

1中 継系事業者

1

2

3

会 社 名

第二電電㈱

日本 テ レ コ
ム㈱

日本高速通
信㈱

許可年月日

60年6月21日

60年6月21日

60年6月21日

資 本 金

80億 円

go億 円

83億 円

役務の種類 ・事業開始(予

定)時 期

専用
61年10月24日

電話
62年9月4日

専用
61年8月1目

電話
62年9月4日

専 用
61年11月11日

電 話
62年9月4日

業 務 区 域

東京都,愛 知県,大 阪
府及びその周辺府県

東海道,山 陽,東 北及
び上越新幹線沿線地域

東名及び名神高速道路
沿線地域

設備の概要

マイクロ無

線

光 プ アイバ

ケ ー フ ル

光 プ アイパ

ケ ー フル

2地 域系事業者

会 社 名 許可年月日 域区務業
・
予
類
(
種
始
期

の
開
時

務
業
)

役
事
定
金本資 設備の概要

1

東京通信ネ
ットワーク
㈱

61年8月8日 100億 円

専用
61年11月1日

電話
63年5月1日

関東圏各都県

光ファイバ
ケーブル

平衡対ケー
ブル

2

レイ ク シテ

ィ ・ケー ブ
ル ビジ ョン

㈱

3億 専 用61年12月12日

5,000万 円62年10月

光ファイバ
諏訪市,岡 谷市,茅 野 ケープル
日市及び周辺3町1村 同軸 ケーブ

ル

・ 禦 て幽61年12月12日 ・。億円灘,月1日 大阪市及び周辺 ・市

バ

【

イ

ル
ケ

ア
ブ
対

フ

【
衡

ル

光

ケ
平
ブ

3衛 星系事業者

会 社 名 許可年月日 域区務業
・
予

類

(

種
始
期

の
開

時

働
欝金本資 設備の概要

日本通信衛60年6月21日1
星㈱

17臆円醒 全 国 通 信 衛星

2 宇宙通信㈱ 60年6月21日 50億 円 専用
64年 全 国 通 信 衛星
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4無 線呼出し事業者

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

会 社 名

㈱ 九 州 ネ ッ
トワー クシ

ス テ ム

中部 テ レ メ

ツセ ー ジ㈱

東京 テ レ メ

ツセ ー ジ㈱

関西 テ レ メ

ツセ ー ジ㈱

北 海 道 テ レ
メ ツセ ー ジ

㈱

㈱ テ レ メ ッ
セ ー ジ 広島

㈱ 岡 山 テ レ
メ ツセ ー ジ

宮 城 テ レ メ

ツセ ージ㈱

㈱ 沖縄 テ レ
メ ツセ ー ジ

福 井 テ レ メ
ツセ ージ㈱

九 州 テ レ メ

ツセ ージ㈱

ジ

ビ

[

【

ペ
サ

山
グ
㈱

富

ン
ス

佐 賀 テ レ メ

ツセ ー ジ㈱

静 岡 テ レ メ

ヅセ ー ジ㈱

愛 媛 テ レメ
ッセ ー ジ㈱

許可年月日

62年3月3日

62年3月3日

62年4月2日

62年4月24日

62年4月24日

62年5月29日

62年5月29日

62年7月24日

62年7月24日

62年7月24日

62年9月25日

62年9月25日

62年9月25目

62年9月25日

62年9月25日

資 本 金

2億 円

3億 円

lo億 円

8億 円

1億 円

1億

7,600万 円

1億

2,500万 円

役務の種類 ・事業開始(
予

定)時 期

無線呼出し
62年9月1日

無線呼出し
62年IO月1日

無線呼出し
62年10月1日

無線呼出し
62年10月1日

無線呼出し
62年10月1日

無線呼出し
62年12月1日

無線呼出し
62年12月1日

1億 無 線 呼 出 し

5,000万 円63年1月1日

5,000万 円

7,500万 円

1億 円

2億

4,000万 円

1億 円

1億 円

1億 円

無線呼出し
63年1月1日

無線呼出し
63年3月1日

無線呼出し
63年3月1日

無線呼出し
63年4月1日

無線呼出し
63年3月1日

無線呼出し
63年4月1日

無線呼出し
63年4月1日

業 務 区 域

熊本県の一部

愛知県,岐 阜県及び三
重県の各一部

東京都,神 奈川県,埼
玉県及び千葉県の各一
部

大阪府,京 都府,兵 庫
県,滋 賀県,奈 良県,
和歌山県の各一部

北海道の一部

広島県の一部

岡山県の一部

宮城県の一部

沖縄県の一部

福井県の一部

福岡県の一部

富山県の一部

佐賀県の一部

静岡県の一部

愛媛県の一部

設備の概要

280MHz帯

無線

280MHz帯

無線

280MHz帯

無 線

280MHz帯

無 線

280MHz帯

無 線

280MHz帯

無 線

280MHz帯

無 線

280MHz帯

無 線

280MHz帯

無 線

280MHz帯

無 線

280MHz帯

無線

280MHz帯

無 線

280MHz帯

無線

280MHz帯

無線

280MHz帯

無 線
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5そ の他

1

会 社 名

鉄道通信㈱

許可年月日

62年3月13日

資 本 金

32億 円

役務の種類 ・
事業開始(予
定)時 期

電話 ・専用
62年4月1日

業 務 区 域

奈良県,佐 賀県及び沖
縄県を除 く44都 道府県
の各一部

設備の概要

光 フ ァイ バ
・同 軸 ケ ー

ブ ル ・マ イ

ク ロ無線 等

第1-2-11図 相互接続通話概念図

TTS

TS

LS

ぐNTT役 務 引一i

TTS

TS

LS

〔凡例〕国 ◎:相 互接続点(設 備・役務の分界点)

NCC(NewCommonCarrier)=新 規 参 入 事 業 者

LS(LocalSwitch)=加 入 者 線 交 換 機

TS(TollSwitch)=市 外 発着 信 交 換 機

GS(GatewaySwitch)=関 門 交 換 機

IGS(InterconnectingGatewaySwitch)=相 互 接 続用 関 門 交 換 機

TTS(TollTransitSwitch)=市 外 中 継 交 換 機

圃
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企業等を対 象 と した専用サ ー ビスは,61年8月 か ら11月 にかけて,第

二電電(株),日 本 テ レコム(株),日 本高速通信(株)の3社 が,首 都圏,

中部圏,近 畿圏を中心 とす る地域で,ま た東京通信 ネ ッ トワーク(株)

が首都圏において開始 した。 その後 も62年3月,大 阪 メデ ィアポー ト

(株)が 大阪市及び周辺9市 を対象に専用 サー ビスを開始 した。 また,

通信衛星を利 用 しての全国的 な専用サ ービスの準備 も進め られ ている。

一方 ,国 民生活 に深 くかかわ る電話サ ービスは,62年9月 か ら第二電

電(株),日 本 テ レコム(株)及 び 日本高速通信(株)の3社 が首都圏,

中部圏,近 畿 圏でNTTと の相互接続に よる市外電 話サ ー ビスの提供 を

開始 した(第1-2-11図 参照)。 今後は,こ れ ら各社 によ る サ ービス

提供地域の拡 張が予定 され てお り,NTTを 含めた4社 の電話サ ービス

の選択が全国的に可能 とな る。

なお,こ れ ら3社 の新規参入事業者が提供する市外電話登録サ ービス

(通常 の電話番号に4け たの事業者識別番号を付与 して利用す るサ ービ

ス)に 加入す るためには,保 有す る電話機 が接続 され てい るNTTの 加

入者線交換機 が電子交換機等(電 子交換機 又は利用者識別信号送 出機能

付 クロスバ交換機)で ある必要が ある。 しか しなが ら,電 子交換機等の

設置比率は,サ ー ビス を 提供す る 地域 の全加入者線交換機 の うち46%

に,ま た,こ の電子交換機等 を利用 できる加入者は,当 該地域 の全加入

者 の72%に とどまっている。

今後は,NTTの 加入者 線交換機 の電子交換機等への早期切替 えが望

まれ る。

また,米 国では,ア メ リカ電話電信会社(AT&T)の 分 割 に よ り,

AT&Tは 長距離通信事業 のみ を提供す るとい う形 にし,他 の事業者 と

の公正競争の確保が図 られ てい るが,我 が国では,NTTが 長距離 と市

内の両方 のサ ー ビスを提供す るた め,NTTと 新規事業者 との公正競争
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の確 保を図 り,有 効な競争 が 行われ る よ う,新 規事業者 とNTTと の

接続 に関す る問題等 につい ては適切 に対処す る必要が ある。

(移動体通信 の進展)

移 動体通信 の分野 にお いて も,新 しい技術基準が定め られ て以来活発

な参入 が続 いてい る。

無線呼出 しサ ー ビス で は,9月30日 現在,(株)九 州ネ ッ トワークシ

ステム,中 部 テ レメ ッセージ(株),東 京 テ レメヅセ ージ(株)等15社

が事業許可 を受け てい る。 この うち,(株)九 州 ネ ッ トワー クシステ ム

が9月1日 か らサ ー ビスを開始 してい るほか,62年10月 以降,残 りの各

社 も順次,無 線呼 出 しサ ー ビスを開始す る予定 である。 この よ うに,国

内第一種電気通信事業へ の新規参入 の動 向は,現 在,主 に無線呼出 しサ

ービスに集 中 している。

また,自 動車電 話につ いて も首都圏,中 部 圏,近 畿 圏等 で事業を行 う

べ く事業化準備が進 め られ ている。

イ 第二種電気通信事業へ の参入

第 一種電気通信事業者か ら回線設備 を借 りてサ ービスを行 う第 二種電

気通 信事業 分野 において も,多 数 の企業 が参入 している。62年9月30日

現在,特 別第二種 電気通信事業 を行 うことについて登録を受けた ものが

12社,一 般第二種 電気通信事業 を行 うことについて届出を し た も の が

422社 に上 っている。

(特別第二種電気通信事業 の動向)

特別第二 種電気 通信事 業者 を業種 別に分類 す ると,従 来か らデータ処

理サ ービスを行 ってい るもの,通 信機 器等の メーカまたはそ の子会社及

びデ ータ通信を行 うために新 たに設立 された ものに大別 され る(第1-

2-12表 参照)。 これ らの事業者は,い ずれ も 全国規模で,パ ケ ッ ト交

換サ ー ビスや電子 メールサ ー ビス等 のデ ータ伝送役務を提供 してい るほ
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特別第二種電気通信事業者の概況

(62年9月3Q日 現在)

名 役 務 の
種 類 提供区域1議 鞘 登録年月日

 

社会

60,4.1960.9.25

 

国全

画

一
,デ

声

,

音

像

タ

クン ア ツ㈱ イ

60.4.1960.10.1

 

国全タ【デ㈱通士富

60.4.1961.4. 1

 

国
国

全
米

タ【デ日 本 情 報 サ ー ビ ス ㈱

60.4.1960.10. 1
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(注)下 線のある5社 は,国 際第二種電気通信事業の登録を行っているものである。
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か,事 業者 に よってはそ のほかに電話サ ー ビス等 の音声伝送役務を提供

す る ものが ある。

(一般第二種電気通信事業 の動 向)

一般第二種電気通信事業者 は,そ の3分 の2が デー タ伝送 役務を提供

してお り,プ ロ トコル変換,フ ォ ーマ ッ ト変換,デ ータ処理 をあわせて

一体化 した複合的サ ー ビスを提供す る事業者が50社 程度 あ る。 また,音

声伝送 サー ビス としては,ボ イス メールや専用 線ネ ッ トワークに よる電

話交換サ ービスが代表的 な もの とな っている(1-2-13表 参照)。

第1-2-13表 一般第二種電気通信事業者の電気通信役務の種類
(62年9月30日 現在)

音声伝送 陣 像伝劃 デー・伝送 陳 合 十
二
=
ロ

10266 32652 546

(注)複 数の役務の届出をしている会社が67社程度ある。

ウ 国内電気通信分野の課題

以上のように,電 気通信事業は,各 分野において新規参入が相次いで

お り,競 争体制の中での柔軟性の確保と民間活力の発揮を柱に健全な発

展を促す という制度改革の成果は,徐 々に上が りつつある。

今後は,第 一種電気通信事業分野においては,NTTと 他の事業者 と

の間の公正かつ有効な競争条件の確保等の課題に適切に対処する必要が

ある。 また,NTTに ついては,従 来から高いと各方面か ら指摘を受け

ている3分400円 の遠距離料金をは じめとして,料 金全般の低廉化を図

るため,今 後,よ り一層の経営の効率化 ・合理化努力が求め られ て い

る。さらに,第 二種電気通信事業においては,経 営基盤の整備,サ ービ

ス機能の拡充,技 術者の確保等の課題に対する施策を引き続 き講じる必

要がある。

(2)国 際電気通信事業分野の充実

近年の国際電気通信分野は,海 底ケーブル ・衛星通信等の技術革新を
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背景 と して,高 速 ・大 容量 の通信が可能 となった。 また,サ ービス需要

も,音 声,フ ァクシ ミリ等 に加え て,ボ イス メールサ ービス,メ ールボ

ックスサ ービスや異機能端末間 をつ なぐメデ ィア変換サ ービス等 の新 し

いサ ービスへの需要 が高 まっている。

一方
,産 業界における通信 ネ ッ トワークは,従 来 の企業 内ネ ヅ トワー

クの段階か ら企業間 ・業種 間を結ぶ ネ ッ トワーク,さ らには海外拠点,

海外企業 とを結ぶ ネ ッ トワークへ と移行 しつつある。

このよ うな情報通信 二・一ズの高度化 ・多様 化を背景 として,国 際電気

通信分野 は,第 一種電気通信事業へ の新規参入,第 二種電気通信事業者

が営む新た な形態での事業 の開始等大 き く変容 しよ うとしている。

(第一種電気通信事業への新規参入 の動 き)

国際電気通信分野は,こ れ までKDDに よって一元的 に運営 され てき

たが,60年4月 の制度改革に よ り.競 争原理が導入 され た。

これ に よ り,61年7月,日 本 国際通信企画(株)が,ま た11月 には国

際デジタル通信企画(株)が,そ れ ぞれ企画会社 として設立 された。

これ ら両社 は,KDDと の有効な競争 を実現す るため等 か ら,一 本化

のための調整 を行 ってきたが不調 に終わ った。その後,両 社 は,そ れぞ

れ事業会社へ移行 し,第 一種電気通信事業 を開始するための所要 の準備

を進 めてきたが,9月21日 に 日本 国際通信(株)が,9月30日 に国際デ

ジタル通信(株)が それぞれ事業 開始 のための許可申請を行 った。

郵政 省は,電 気通信事業法 の趣 旨にか んがみ,今 後 とも適切な処置 を

行 うこととしてい る。

(第二種電気通信事業の国際通信分野へ の展開)

国際電気通信分野 では,従 来,CCITTのD1勧 告 に よる 国際専用回

線の利用制限等 もあって,第 二種電気通信事業者がネ ッ トワーク構築上

の柔軟 性が高 く,経 済的に も有利 な専用回線を利用 して行 う高度 な国際
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電気通信事業は,実 現 していなか った。

一方,近 年の社会 ・経済の急激な国際化に伴い,国 際通信に対す る需

要 も高度化 ・多様化し,第 二種電気通信事業者が行 う国際電気通信サー

ビスの実現が利用者である産業界のみな らず,第 二種電気通信事業者か

らも強 く要望されてお り,ま た,60年3月,米 国か ら,日 米MOSS協

議において,こ の実現が市場開放問題の重要な課題として提起されてい

たこともあって,郵 政省は,外 資系企業の代表を含む 「国際第二種電気

通信事業問題研究会」を開催するなど検討に着手 し,61年9月 に実現方

策に関する検討結果を取 りまとめた。

その後 も日米間において,現 行の国際通信法制下における日米間の新

事業の実現方策について引き続 き協議を行 った結果,62年3月,合 意に

至った。

郵政省は,こ の日米合意内容を受けて更に検討を進め,そ の検討結果

を基に,62年6月,概 要以下の項 目を内容 とす る電気通信事業法の一部

改正が行われ,9月1日,施 行された。

① 条約遵守義務の担保

第二種電気通信事業者が国際的に認められた私企業 として認知され

るためには,当 該事業者が関係条約等国際約束を遵守することを担保

する必要がある。そのため,当 該事業者が当該義務を誠実に履行 して

いないと判断された場合には,郵 政大臣が改善命令を発動 し得る規定

を設けた。

② 約款外役務の新設

第一種電気通信事業者は,郵 政大臣の認可を受けた契約約款以外に

は回線を貸すことが禁止されてお り,こ れが国際回線設備の利用制限

等付加価値サービスの発展を阻害す る一つの要因 となっていた。 この

ため,第 一種電気通信事業者は,郵 政大臣の認可を受けた上で,第 二
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種電気通信事業者に対 して,契 約約款とは別の契約に基づいた回線の

提供を可能とした。また,第 一種電気通信事業者か ら第二種電気通信

事業者に対する約款外役務の提供が,公 正かつ妥当に行われるよう措

置 し,公 益上特に必要な場合には約款外役務の提供を保証する規定を

設けた。

③ 電気通信網の公平な相互接続

第二種電気通信事業者が行 う国際電気通信サービスの開始を一層効

果的なものとするためには,国 際通信事業を単独で行 うほどの需要が

ない国内通信事業者と他の国際通信事業者 とのi接続を可能に した り,

複数の国際通信事業者が通信の相手国を補完 しあ うといった措置が必

要である。このため,第 二種電気通信事業者を電気通信設備の接続の

主体 とするとともに,公 正な相互接続を担保 し,公 益上特に必要であ

ると認められる接続(当 事者の一方又は双方が一般第二種電気通信事

業者であるもの及び当事者の双方が国内特別第二種電気通信事業者で

あるものを除 く。)については,そ の締結を命ずることができる とい

う規定を設けた。

この法改正により,わ が国では,第 二種電気通信事業者が第一種電気

通信事業者 との個別の契約により調達 した回線を利用 して,現 在,国 内

で提供されているメールボックス,プ ロトコル変換等の多彩なサービス

を行 うことが,今 後,国 際間で可能 となった。これにより,高 度化 ・多

様化する国際通信需要に対応 し得 る多彩なサービスの展開 と新たな国際

通信需要の喚起が期待できる(第1-2-14図 参照)。

当該事業の登録を行っている特別第二種電気通信事業者は,9月30日

現在,5社 である(第1-2-12表 参照)。

また,今 後は,多 数の国々との間でも同様のサービスが可能となるこ

とが期待 されてお り,こ れが,国 際通信の自由化と世界的な電気通信市
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第1-2-14図 電気通信事業法の改正による国際通信分野の変化

〔現 状〕
(日本側)(外国側)

VENUS-P-一一 データ通信網KDD

〔法改正後〕

VENUS-P
一 層 データ通信網

コ ロ

唖)({利 用者)

KDD対 等接続 第二楓(特別 一般)

ロ

薩)(山 利用者)

コ

@
KDDの 約款外役務

一一 データ通信網 による識 供 特別第二種 対等櫨,特 辮 般)

ユ コ

∈壷)(壷)

[===コ 条約の遵守義務を負う事業者

場の開放の大きな契機になると思われる。

(3)移 動通信分野の動向

(航空機公衆電話)

61年5月 に開始された航空機公衆電話サービスは,飛 行中の航空機か

ら全国6か 所に設置された無線基地局と全国4か 所に設置された交換局

を経て,地 上の電話等と通話ができるものである。

この航空機公衆電話の設置状況は,62年6月 末現在,航 空機数では49

機,公 衆電話機数では69台 である。また,今 後の設置計画をみると,63

年3月 末の見込総数では,航 空機数が68機,電 話機数が94台 となってお

り,そ の普及が期待 される。

(自動車電話 ・無線呼出 し)

自動車電話及び無線呼出 しについては,61年8月 に技術基準の改正が

行われ,大 容量の自動車電話,文 字表示等高度な機能を持った無線呼出

しの導入等一層のサービスの高度化 ・多様化が図 られている。

自動車電話 は,61年 度末 の 契約数 が 対前年度末比53・2%増 の9万
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5,132契 約 とな った。 また,無 線呼 出 しの契約数 は,61年 度末には前 年

度比15・4%増 の248万7,946契 約 とな るな ど,著 しい増加を示 している。

(MCAシ ステム ・パ ーソナル無線)

業務用,個 人用等 の 自営無線通信の分野 で も移動体通信 の伸びは著 し

く,移 動体通信用 の無線局数(ア マチ ュア無線局を除 く。)は,61年 度

末現在,約320万 局 であった。

貨物運送事業等 の事業用に用 い られ ているMCAシ ステムは,61年 度

末では,全 国19地 域 で運用 されてお り,そ の局数 は,対 前年度比46.5%

増の11万2,287局 であ った。 また,一 般個人が使用 で きるパーソナル無

線の局数 は,61年 度 末現在,136万4,032局 に達 してい る。

(新陸上移動無線電話 システ ム)

近年 の社会 ・経済活動の多様化,広 域化,モ ータ リゼーシ ョンの進展

等に伴 い.陸 上移動通信に対 す る需要 は,急 速に増加 してきている。特

に,最 近の 自動車等移動体か ら一般 加入電話へ の通信をだれ で もが手軽

に利用 で きる安価 なシス テムに対す る需要に こたえ るシステ ムとして,

新陸上移動無線電話 シス テム(コ ンビニエ ンス ・ラジオ ・フォー ン)が

考 え られてい る。

郵政省は,こ の コンビニエ ンス ・ラジオ ・フォー ンに関す る技術的条

件 を策定するため,62年7月,「 簡 易移 動無線電話通信を行 う無線局の

無線設備に関す る技術的条件」を電気通信技術審議会に諮 問 した。

コンビニエ ンス ・ラジオ ・フォー ンは,陸 上移動局 と通信す る基地局

を一般加入電話網に接続 し,基 地局側で移動 局に対 して位置登録,ゾ ー

ン間制御等 の複雑な制御 を行わ ない簡易で経済 的な システムであ り.基

本的に は,自 動車か らの発信主体 のシステ ムとな る(第1-2-15図 参

照)。

また,こ れは,MCA,自 動車電話等既存 のサ ー ビスの 未整備地域 に
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第1-2-15図 コンビニエンス ・ラジオ ・7オ ーンの概念図

!〆'一 一 ～ 、 、

・㍗ ・
日 込 響

/

'

l

i乗 用車

1召 ・

コ ＼

おけるニーズに対応するものとして有効と考えられる。

今後は,シ ステムの仕様等を確定 した上,当 面,テ レトピア指定地域

を中心とした地域に導入を促進す ることとしている。

(地域防災無線通信の実用化)

現在,災 害対策用の無線通信 としては,災 害時における被害を最少限

に押さえるため,都 道府県防災行政無線,市 町村防災行政無線等 が あ

り,住 民に避難勧告等を伝達 した り,災 害現場からの情報を収集するた

めの無線回線 として活用されている。 しか しながら,こ れ らの防災行政

無線は,交 通及び通信手段の途絶 した孤立集落 か ら の情報収集や,病

院,学 校等の生活関連機関 との通信機能がなく,そ れ らの通信を可能 と

する通信システムの確立が求め られていた。

そ こで,既 存防災行政無線を補完するものとして,市 区町村におかれ
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る災害対策本 部の下 に,こ れ ら生活関連機 関 と防災関係機 関 とが災害時

において住民 や地域 に密着 した情報 を相互に交換 できる耐災害性及び経

済性に優れた システム として開発 された のが 地域防災無線通信 で あ る

(第1-2-16図 参照)。

郵政 省は,今 後,こ の地域 防災無線通信 を行 う無 線局 の免許方針を策

定す る こととしてい る。

第1-2-16図 地域防災無線綱の概念図

基地局

環 灘一_
基地局よ り約10㎞ の範囲内

(直接通信)

(注)移 動局は,警 察,消 防等の防災関係機関,電 気,ガ ス,医 療,交 通 ・

運輸,教 育等の公共機関,金 融機関及び農 ・漁業協同組合等の生活関

連機関に設置される。

基地局が遠距離
(中継通信)

4放 送サービスの拡充に向けて

(1)都 市型CATVめ 開局

CATVの 新たな展 開 として,大 規模,多 チ ャンネルでか つ 双方 向機

能を有す る,い わ ゆ る都市型CATV構 想 が進め られてい る。

郵政省は この都市型CATVの 事業者 として,62年10月 末現在,16事

業者19施 設を許可 している。 この うち5施 設 に関 しては既に開局 してお

り,地 域情報や各種 の専 門放送等を提供す る多 チャ ンネル型サ ー ビスが
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提供されている。

CATVは,高 度情報社会における地域密着型の情報通信基盤 と して

重要な役割を果たし,そ の普及促進は内需拡大にも貢献するものと期待

されている。

なお,都 市型CATVを 含めたCATV施 設の設置及び業務の円滑化

のための環境条件の整備を図るため,税 制 ・金融上の支援措置等が講じ

られている。また,CATV関 連技術の研究開発 と して,既 に超広帯域

伝送システム,衛 星放送再送信 システム等に関する調査研究が行われ,

62年度には新たにCATVに ょるハイビジョン伝送 システム技術の調査

研究が行われている。

(2)国 際放送の充実

我が国の国際放送は,国 際理解の増進や海外在留邦人への情報提供を

目的 として,NHKに より 「ラジオ日本」の名称で,1日 延べ40時 間,

21の言語で全世界に向けて短波放送によって行われている。我が国の国

際社会における地位の向上や経済摩擦の激化等に伴い,諸 外国の我が国

に対す る正 しい理解,認 識を得る上で,国 際放送の果たす役割はますま

す重要なものとなってきている。

このため,従 来か ら郵政省では国際放送の充実 ・強化に努めてお り,

次のように主 として受信状況の改善に重点を置いた取組を行っている。

(第1-2-17図 参照)。

(国内送信所の整備 ・増力)

KDD八 俣送信所(茨 城県)の 老朽化 した送信設備を最新 ・高出力の

設備にするため,59年 度から4か 年計画で整備 ・増力工事が行われてい

る。これにより,主 に東南アジア等わが国の近隣地域において受信改善

が図 られる予定である。

(海外中継の実施)



第1-2-17図 国際放送 「ラジオ日本」の受信状況概念図
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遠隔地域の受信改善については,海 外 中継 に よる ことが効果 的であ る

ことか ら,こ れ まで もその実施 に努 め,対 象地域 の受信 改善 に大 きな効

果を あげてきた。現在,ア フ リカの ガボ ン共和国(モ ヤ ビ送信所)及 び

カナ ダ(サ ックビル送信所)の 協 力を得 て国際放送 の海外 中継 が行われ

てい る。

モヤ ビか らの中継 につい ては59年4月 よ り実施 し,当 初1日6時 間で

あ った欧州,中 東,北 アフ リカ向けを61年4月 か ら1日7.5時 間に拡大

す るとともに,62年4月 か ら南米向けに1日4時 間の放送を新たに開始

した。 また,サ ック ビルか らの中継 は,61年10月 よ り北米 向けに 実施

し,当 初1日1時 間であ った ものを,62年4月 か ら1日4時 間に拡大 し

た。遠隔地域への国際放 送については,南 西ア ジア地域 な ど一部に まだ

受信状態の不安定な地域 が残 ってい るため,今 後 も受信状 態改善へ の取

組が必要 とな ってい る。

また,互 いに相 手国の送信施設 を利用 して国際放送 の 中継放送 を 行

う,相 互交換中継 を我が 国にお いて も実施 で きるよ うにす るため,62年

6月,放 送法 の改正が行 われた。

(映像 メデ ィアの活用)

今 日極 めて大 きな影響 力を有 す るテ レビジ ョン放 送等の映像 メデ ィア

を諸外 国へ の情報提供手段 として活用 す る こ と は,我 が国に対 す る理

解,認 識 を深 める上 で効果的 であ り,我 が国において も関係機 関で検討

な どを行 っている ところである。

(3)FM多 重放送 の実 用化

FM多 重放送 は,FM放 送 の電波 のす き間を利用 して,FM放 送 とは

別 の音声や文字,図 形等 を送 る新 しい放送 で あ る。FM多 重放送 の う

ち,音 声 多重放送 としては教育番組等 の放送 が考 え られ,文 字多重放送

と しては,FM放 送 の番組 案内や音楽 の曲名等 の表示 が考 え られ てい る。
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このFM多 重放送 を実現す るため,電 気通信技術審議会 で技術基準の

検討が行われ,合 わせ て,研 究開発が進め られ てきたが,61年12月 か ら

62年2月 まで行われ た野外実験に より,実 用化 の見通 しが得 られ るに至

った。

これを受けて,62年6月 には,FM多 重放送 の実用化に対応す るため

の放送法及び電波法 の改正が行われた。郵政 省では,今 後,FM多 重放

送 の早期実用 化を 目指 して準備を進め ることとしている。

(4)BS-2bに よ る放送開始

我が国の衛 星放送 につ いて は,59年5月 か らNHKがBS-2a(本

機)を 利用 して,1チ ャンネルの試験放送 を行 ってきたが,61年2月 に

BS-2b(予 備機)が 打ち上 げ られ,同 年12月 か ら2チ ャンネル の 試験

放送が開始 された。 また,同 年末か ら62年 の年始 にかけ て特別編成 に よ

る衛星放送が実施 された。62年3月 末に お け る衛星放送 の受信世帯数

は,約13万6,600世 帯(NHK調 べ)で ある。

衛星放送 はテ レビジ ョン放送 の難視聴解消に大 きな成果 を上げて きた

が,62年6月 には,難 視聴解 消 とともに衛星放送 を よ り一層普及促進 さ

せ るた め,BS-2bの2チ ャンネルの うちの1チ ャンネルを利用 して,

衛星放送独 自の番組 を基本 として行 う放送 が可能 となるよ う,BS-2に

関す る放送の免許方 針の修正が行われた。

これ に基づ き,同 年7月 にNHKは 新 しい番組編成 に よる試験放送 を

開始 した。衛星放送の普及促進を 図るため,今 後 とも番組編成上 の工夫

のほか,BS-2を 利用 した新 しい放送技術 の開発実験等が行われ る予定

であ る。




